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午前１０時００分 開議

（出席議員数１８名）

────────────────────

開 議 宣 告

────────────────────

これより、本日の会議○議長（北猛俊君）

を開きます。

────────────────────

会議録署名議員の指名

────────────────────

本日の会議録署名議員○議長（北猛俊君）

には、

佐々木 優 君

東海林 剛 君

を御指名申し上げます。

────────────────────

日程第１

市政に関する一般質問

────────────────────

日程第１ 昨日に引き○議長（北猛俊君）

続き、市政に関する一般質問を行います。

それでは、ただいまより広瀬寛人君の質問

を行います。

３番広瀬寛人君。

－登壇－○３番（広瀬寛人君）

さきの通告に従いまして、順次質問をいた

します。

まず、財投資金の繰り上げ償還についてお

伺いします。

８月初旬の新聞報道にもありましたが、地

方自治体が国の財政融資資金特別会計から財

政投融資として借りている高金利のうち、２

００７年度に１兆４,０００億円程度の繰り

上げ償還が認められる見通しとなりました。

また、公営企業金融公庫への繰り上げ償還も

４,０００億円程度認められる公算が大変高

くなっております。

繰り上げ償還は、従来の金利に見合った保

証金を支払えば可能でしたが、今年度から３

年間に限り、実質公債比率や経常収支比率な

ど財政指標で一定の条件を満たせば保証金を

免除されることとなりました。

本市の地方債残高、つまり市の借金は、平

成１８年度末で一般会計１３４億円、事業会

計１０２億円、合計２３６億円とあると発表

されております。一般会計、公債費償還、つ

まり年間に返す借金の額は約１５億３,００

０万円です。そのうち元金が１２億円で利息

が２億３,０００万円という内訳でありま

す。

事業会計の中でも多額の設備投資が必要な

下水道事業会計では、５７億円の地方債に対

して、昨年度は４億６,０００万円の返済を

しております。内訳は、元金返済に２億６,

０００万円と利息分として２億円という中身

です。ちなみに、新たな地方債として２億

１,０００万円を発行していますので、使い

道は別でありますが、お金の出し入れとして

は、利息分を新たな借金で賄うのと同じ形に

なっております。

償還期間が長期間になりがちな地方自治体

の借り入れでは、借入金利の高いか低いかで

総支払い額は大きく変動いたします。富良野

市においても財政健全化計画を策定中であり

ますが、市の借金である地方債を圧縮させる

こととともに、借り入れ条件を有利なものと

して金利負担を最大限削減する努力が必要か

と思います。

１８年度決算資料の企業債明細表では、昭

和５３年から平成３年くらいまでのもので、

７％を超える金利のものが４件、５％以上の

もので８件見受けられました。地方債の管理

として、借入金の種類、発行月日、発行額、

返済期間、借入金利、総支払い額、未償還額

などを一元管理して、借りかえや支払い期間

を変更するリスケジュールを行い、攻めの財

務戦略を行うことが地方自治体にも求められ

る時代となってきたと思います。

そこで、４点にわたり質問をいたします。

１点目、２００７年度の繰り上げ償還条件

に合致する借入金が当市に存在するのか。

２点目、保証金免除の財政指標を当市はク

リアしているのか。

３点目、本年度を含め３年間の間に条件に
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合致するものがあれば、積極的に繰り上げ償

還をする考えがあるのか。

４点目、繰り上げ償還をするための民間金

融機関からの低利借りかえを模索して条件交

渉などに着手をしているのか。

以上、４点について質問をいたします。

次に、公営住宅について質問をいたしま

す。

本市では、約８００戸の公営住宅を有して

住宅に困窮する市民へのサービス提供を行っ

ておりますが、さまざまな課題も同時に有し

ていると思います。建てかえ計画に必要な財

源の確保、現存の建物の維持管理、入居者が

公営住宅の入居基準を満たさない状況になっ

た後の対応、入居後に申請内容と異なる状況

が発生したときの対応など、生存権、既得権

に絡む複雑な要因を勘案しなければならない

諸課題が山積みしていると認識しておりま

す。

多くの諸課題の一つとして、公営住宅への

入居選考の仕組みがあると考えております。

公営住宅の入居資格として、現に住宅に困窮

している方、税金の滞納がない方、収入が公

営住宅法で定められている基準以内の方と規

定しております。身障者、特定扶養親族等が

いる場合の収入基準扱いは、別途定めており

ます。

しかしながら、高齢者や障がい者の受け入

れを専属に行えるバリアフリー化された公営

住宅は有しておらず、そのような方々の優先

申し込みの制度も確立されておりません。

高齢化率が２４％を超え、要介護者、要介

護認定者も増加こそすれ減ることのない現

在、公営住宅の設備として、バリアフリー化

が望まれることは異論のないところだと思い

ますが、大きな資本投下の必要な公営住宅建

設には、財源や建てかえの年次計画など、す

ぐに対応できる状況にないことは、一定の理

解をするところであります。

しかし、前述のとおり、公営住宅を必要と

される市民の中には、加齢や障がいから入居

の優先を図るべきと思われる方がふえる傾向

にあります。富良野市の公営住宅条例では、

第９条第１項に選考を行う組織として、市営

住宅入居選考委員会が定義されております。

第２項には、困窮度合いの高い方を優先して

入居させる条項があります。そして、第３項

として、順位が定めがたいものとして抽選を

行うと規定しております。

ここ数年の公営住宅入居選考に当たって

は、大半が抽選という方式しか行われていな

い状況にあります。過去には、市営住宅入居

選考委員会が開催されていたとお聞きします

が、選考判断がつけにくいようになり、すべ

てが抽選になっていると報告されておりま

す。市のホームページでも、応募者が募集戸

数を上回る場合は抽選となりますと表記され

ております。

何をもって公平とするかは非常に難しい問

題ではありますが、他市の条例を調べてみま

すと、各種優先入居の制度に取り組んでいる

ところが見受けられます。高齢者、独居老

人、障がい者世帯や生活保護世帯の方々の当

選倍率を５倍から７倍に引き上げて行う優遇

抽選方式、高齢者、ひとり親、心身障がい

者、車いす使用者、精神障がい者などをポイ

ント化して、一定の数値以上の方には実態調

査の上、優先入居をさせるポイント方式、子

育て最中の若年ファミリー向けに入居期間を

あらかじめ定めた定期使用住宅制度など別枠

を設ける方式など、さまざまな工夫と客観的

根拠基準を策定して選考を行っております。

当市においても、このような観点から公営

住宅の優先入居に一定の基準を設け、条例の

９条２項が形骸化しないよう努めるべきと考

えます。

そこで、３点質問をいたします。

過去に開催された市営住宅入居選考委員会

の検討結果はどのようなものであったのか。

２点目、市営住宅条例の第９条２項の解釈

はどのようにとらえられているのか。

３点目、優先入居の条件を明文化する考

え、もしくは優先入居の何らかの制度を検討

するお考えはおありなのか。御質問いたしま
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す。

次に、入札改革について質問をいたしま

す。

去る８月３０、３１日の日本経済新聞北海

道版に、道内の入札改革への取り組みが紹介

されておりました。道内の落札結果でも、談

合が疑われる水準とも言われる９５％以上の

落札が３割を占めると報道されております。

知事がかかわった官製談合が報道され、市民

の信頼を裏切るとともに、制度改革が叫ばれ

る中、近隣市町村でも同じような事態が発生

して、道内でも入札改革に取り組む自治体が

急速にふえてまいりました。

原則一般競争入札導入の自治体、一部導

入、導入方針で精査中、導入せずとの回答が

各市一覧で掲載されておりました。富良野市

は、北見市、歌志内市と３市だけである、導

入せずとの回答でありました。新聞記事の中

で、歌志内市は財政難から当分大型工事がな

いことと、少額の修繕工事を一般競争入札に

すると地元建設業への影響が大きいからとコ

メントが載っておりました。北見市では、指

名競争入札で大きな不都合がないので、もう

少し導入の必要性を見きわめたいとの観点か

ら、導入せずとの回答であったと掲載されて

おります。

本誌のコメントは掲載されておりませんで

したが、税金を投入する公共工事の入札に

は、厳正さ、公平さ、そして地域経済への配

慮と多くの視点から精査して、市民が納得す

るものとしなければならないと感じます。導

入せずの意図が紙面からは読み取れませんで

したが、字づらだけを見ると、改革、改良に

向けての姿勢が感じられないものと市民の目

に映ってしまうのではと危惧をするところで

す。

官製談合による知事の逮捕を受けて入札改

革に取り組んだ宮崎県では、一般競争入札導

入で地場企業が落札することができず、県庁

での業界団体の座り込み抗議という事態も発

生しております。

北海道内に限らず、公共工事が激減する

中、大手ゼネコンが今までは地元企業が扱う

規模の工事にまでスケールメリットを生かし

た低価格の入札で参入しつつあり、原価が割

れると推測される金額での落札も社会問題化

しております。

一般競争入札でだれもが入札に参加できる

方式にすることの透明性は否定するものでは

ありませんが、価格のみを判断基準とするこ

とには大きな弊害が生じると懸念を持ってお

ります。

入札改革の先進地である長野県では、元請

けとしての受注機会が少ない少額工事に対し

て参加希望者競争入札を行ったり、全国一律

の経営事項審査、いわゆる経審における評点

では反映されない点を独自の基準をもって地

域貢献評価を行い、落札金額だけでない判断

基準を設けております。そして、入札の手間

がかかると敬遠されがちですが、総合評価落

札方式の導入に取り組んでいるところも多数

見受けられます。

私は、公共工事は地域経済や雇用に大きな

影響をもたらすものと認識をしております

が、他地域からの参入間口を設けないのでは

透明性に問題が生じると考えます。

そこで、市民からも業界団体からも信頼い

ただける地域貢献度や環境に配慮した方法や

工事、関連業者への支払い価格や支払い方法

など、複眼的な観点に立った総合評価落札方

式の検討が重要と考えております。

さらには、その評価方式の策定にも透明性

が担保されなければならないと考えておりま

す。

そこで、２点ほど質問をいたします。

日本経済新聞に回答されている導入せずと

の真意は、今後一切考えていないということ

なのか、検討中であるが時期が明示できない

からのものなのか、お聞かせいただきたいと

思います。

２点目、落札の基準を価格だけに絞り込む

のか、総合評価、落札方式のような価格以外

の視点をポイント化した判断基準に移行する

考えがあるのか、お聞かせをいただきたいと
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思います。

以上をもって、最初の質問といたします。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

－登壇－○市長（能登芳昭君）

広瀬議員の御質問にお答えいたします。

１件目の財政健全化対策についての財投資

金繰り上げ償還についてであります。

現在の起債制度におきましては、財政融資

資金などの公的資金の繰り上げ償還を行う場

合につきましては、将来発生する利子相当額

を保証金として繰り上げ償還時に元金と合わ

せ納付することとされておりましたが、地方

財政が切迫する中、本年度より３カ年公債費

負担の軽減対策として徹底した総人件費の削

減等を内容とする財政健全化計画、または公

営企業経営健全化計画を策定し、行政改革、

経営改革を行う地方公共団体を対象に、高金

利の公的資金の保証金免除による繰り上げ償

還が制度化されたところでございます。

繰り上げ償還の対象となる起債は、平成４

年５月までに借り入れた旧資金運用部資金と

旧簡易生命保険資金、平成５年８月までに借

り入れた公営企業金融公庫資金で、一般会計

及び地方公営企業会計ごとに起債の年利利率

区分に応じ、保証金免除の対象となる財政指

標が定められております。

また、繰り上げ償還の時期も、資金区分及

び年利利率区分により、平成１９年度から２

１年度の間において定められているところで

ございます。

本市の繰り上げ償還対象につきましては、

一般会計に係る普通会計債では、年利７％以

上の残債が経常収支比率などの財政指標基準

で対象となりますが、既に償還が完了してい

ることから、一般会計は該当をいたしており

ません。

また、公営企業債における財政指標として

は、資本費の元利償還金比率の水準が基準と

されており、本市の上水道及び簡易水道事業

では、年利５％以上の残債が対象となり、繰

り上げ償還対象額は、上水道事業で約１億７

００万円、簡易水道事業で約２億５,９００

万円となっております。また、下水道事業で

は６％以上の残債が対象となり、７億４,１

００万円が繰り上げ償還対象額となっており

ます。

本制度につきましては、現在も国において

その詳細の検討が行われておりますが、制度

の適用を受けるためには、行革推進法の内容

を自主的に相当程度上回る職員数の純減等の

健全化の実施や、繰り上げ償還効果を相当程

度上回る経営改革促進効果を上げる公営企業

経営健全化計画が求められており、繰り上げ

償還後３年間の財政融資資金の新規貸し付け

停止や、計画実行が不十分な場合には起債の

制限なども検討をされているところでござい

ます。

また、全国での繰り上げ償還の総額が決め

られる中、繰り上げ償還の承認につきまして

は、非常に厳しい審査が想定されるところで

ございます。

いずれにしましても、本市といたしまして

は、高金利の公債費負担の軽減が公営企業の

経営改善となることから、繰り上げ償還の対

象となる上水道、簡易水道、下水道事業にお

いて積極的に検討し、対応していきたいと考

えているところでございます。

また、繰り上げ償還のための償還財源であ

りますが、水道事業会計につきましては、減

債積立金及び損益勘定留保資金を保有してお

り、これらを財源として対応したいと考えて

いるところでございます。

また、簡易水道事業会計及び下水道事業会

計につきましては、自己資金を保有していな

いことから、民間金融機関から借り入れが必

要であり、実質的には借りかえを行うことと

なりますが、起債発行に当たっての国からの

同意手続や借り入れ内容など、まだ制度内容

が確定していないため、現段階では民間縁故

資金の借り入れ条件については調査をしてお

りません。

今後、繰り上げ償還の対象について、残り

の償還期間、償還残額や借りかえ等による効
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果、新規の借り入れ予定などを十分勘案し、

慎重に検討しながら対応してまいりたいと考

えております。

次に、２件目の公営住宅の優先入居への取

り組みについての１点目、市営住宅入居者選

考委員会の開催状況についてお答えをいたし

ます。

現在、市は１８団地８１９戸の公営住宅を

管理いたしております。市営住宅入居者選考

委員会は、入居者選考に際し、公平かつ適正

を目的とし、５名の民生児童委員、４名の学

識経験者の合計９名で構成をしております。

入居者選考委員会の開催状況でございます

が、条例第９条第１項の規定に基づき、住宅

に困窮する実情並びに困窮の度合い調査をす

る委員会として、山部、東山地区で平成１０

年以降７回開催をしているところでございま

す。

次に、２点目の市営住宅条例第９条第２項

の解釈についてお答えをいたします。

第２項は、住宅に困窮する実情を調査し、

住宅の困窮する度合いの高いものから入居を

決定すると規定されておりますが、しかし、

平成７年度緑町団地等公営住宅の建てかえが

進む中で、入居希望者数の増加に伴い、多岐

にわたる困窮事由を調査し、困窮度を順位づ

けして入居者を決定することが極めて困難と

なりましたことから、選考委員会で検討した

結果、富良野地区におきましては、平成１０

年度から市営住宅条例第９条第３項住宅困窮

順位の定めがたいものについて、抽選によっ

て入居者を決定する方法に移行し、入居者資

格の有無の入居基準に適合する方の中から、

公開、抽選によって入居者を決定いたしてい

るところでございます。

次に、３点目の優先入居の条件明文化の考

えについてお答えをいたします。

現在、市では、高齢者、障がい者専用の住

宅がないため、優先入居条件が明文化されて

おりませんが、バリアフリーに配慮した一部

の住宅につきましては、入居者募集要領によ

り、高齢者世帯用として優先的に対応をいた

しているところでございます。

しかし、社会的弱者、障がい者等と言われ

ていく方々に配慮する必要性は重要な課題で

あると考えており、今後、住宅政策として福

祉分野と連携をした検討をしてまいりたいと

考えているところでございます。

３件目の一般競争入札への取り組みについ

ての１点目の一般競争入札導入検討の時期に

ついての御質問でございますが、富良野市の

建設工事の発注状況につきましては、平成１

３年度の総事業費、約５８億９,０００万

円、発注件数２１９件をピークに年々減少

し、平成１８年度では、総事業費約９億６,

０００万円、発注件数７７件に減少をしてい

るところでございます。

現在、工事発注につきましては、地元業者

育成の立場から指名競争入札を実施してお

り、一般競争入札の制度はありますが、実施

はしていないのが現状でございます。

また、指名競争入札におきましては、業者

の指名選考の基本的な考え方につきまして

は、指名参加入札基準において地場産業の育

成に努めなければならないとされており、高

度な技術及び特殊な技術を要しない工事につ

きましては、地元業者を基本に指名選考を

行っているところでございます。

以上のことから、現在実施しております指

名競争入札で今後も実施してまいりたいと考

えているところでございます。

次に、２点目の総合評価落札方式の検討に

つきましては、現在、富良野市の入札におき

ましては、指名競争入札を基本に実施してい

るところであり、平成１２年制定の公共工事

の入札及び契約の適正化の促進に関する法

律、適正化法の制定により、入札の透明性

（公正な競争入札の促進、談合、その他の不

正行為の排除）が強く言われているところで

ございます。

このことから、本市におきましては、平成

１２年度から予定価格の事前公表、１６年度

から指名業者の事後公表に変更し、入札の結

果は富良野市のホームページに掲載するな
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ど、透明性及び競争性を図っているところで

ございます。

近年、公共工事の減少から工事を受注する

ため競争激化がされております。このような

背景から粗雑な工事が行われることなど、対

策が検討されているところでございます。こ

のことから、工事の施工管理及び品質管理、

配置技術者及び地域に配慮した地域貢献度な

どを評価し、落札者を決定する総合評価落札

方式が検討されてきております。

この総合評価方式につきましては、落札者

決定には２名以上の学識経験者の意見を聞く

ことが義務づけられており、入札、事務に時

間を要することから、執行体制の状況も考慮

しながら、今後の入札方法として検討してい

く必要があると考えているところでございま

す。

以上であります。

再質問ございますか。○議長（北猛俊君）

３番広瀬寛人君。

まず、１点目に、償○３番（広瀬寛人君）

還繰り上げについてお伺いをいたします。

ただいまの御答弁により、一般会計のほう

は本年度で返済してしまうので該当がなしと

いうことで、いわゆる公営企業会計のほうに

対象が若干あるということで御回答いただき

ました。

その中で、積立金、もしくは勘定留保資金

等があって、財源が確保されているものがあ

るということでございますが、こちらの早期

返済、繰り上げ償還をすることによって金利

がどれだけ減少するのか、その数字のシミュ

レーションが行われているのか、行われてい

れば、どれくらいの金額が支払わなくていい

数字としてつかまえられているのか、お答え

いただきたいと思います。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

広瀬議員の再質問に○市長（能登芳昭君）

お答えを申し上げますけれども、細部につい

ては、副市長から御答弁をさせていただきま

す。

続いて御答弁を願いま○議長（北猛俊君）

す。

副市長石井隆君。

御答弁を申し上げま○副市長（石井隆君）

す。

先ほどの答弁の中で、今まだ借り入れ条件

等整っていないので調査をしていないという

ことで御答弁をさせていただきましたが、現

在の市場における利率、これは参考でござい

ますが、長期プライムレートで平成１９年７

月１０日現在で２.５５％、また、財政融資

資金、これは８月１０日現在でございます

が、１０年間の据え置きなしの借り入れをし

た場合ということでいきますと１.６％とい

う状況になってございますので、２％の前後

の借り入れになるのかと考えているところで

ございます。

以上でございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

３番広瀬寛人君。

まだ具体的な数字は○３番（広瀬寛人君）

精査をされていないというお答えと解釈をい

たしましたが、この数字については、追って

細かな情報が得られて、数字が試算できるよ

うになったら、やはり市民にとって有益なこ

とでありますので、その数字の開示も必要か

と思いますので、お願いをしたいと。

それから、御答弁の中に、民間縁故資金の

借入条件、いわゆる民間金融機関からの借り

入れ条件については、まだ現時点では調査を

していないということでございましたが、こ

の制度で一番償還の対象額が多い横浜市で

は、一昨年の時点で中田市長が横浜市の財政

状況を格付会社に審査をしていただいて、一

般金融機関でどのような金利で借りられるの

か、そういったことを先に情報入手をしてお

き、そしてこういった交渉に当たっている事

案がございます。

横浜市の財政状況からいって、格付会社が

出したコメントとしては、本来ある貸し付け

条件よりも、財政の透明化を図ろうとする横

浜市の姿勢によって２ポイント下げていると
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いうコメントが載っておりましたが、やはり

常にこういった借りかえだけではなくて、借

入を含めて、富良野市の金融機関からのお金

を借りる資金を低利で求めるための常日ごろ

の準備が必要かと思いますが、この辺のこと

に今後取り組む御予定があるのか、お伺いい

たしたいと思います。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

副市長石井隆君。

御答弁申し上げま○副市長（石井隆君）

す。

議員がおっしゃられたように、財政の健全

化、また効率化を今後考えていく上では削減

がどうしても必要になってきてございます。

これまでも、上水、下水において、公営企業

の借りかえ債等を行いながら、高金利のもの

を低金利にかえてきてございます。

今おっしゃられた縁故債の部分でございま

すが、今まで富良野市としては、現在起債の

借り入れは直接借り入れすることができると

なってございますが、実際、その手段につい

ては、その方法について今持ち合わせている

状況にはございませんので、今後できるだけ

低金利で借りる方法として、財政状況も勘案

されるでしょうし、いろいろな努力がポイン

トの評価につながってくると考えてございま

すので、その辺について研究をさせていただ

きたいと存じます。

以上でございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

３番広瀬寛人君。

続きまして、公営住○３番（広瀬寛人君）

宅の御答弁について再質問をさせていただき

ます。

御答弁の中で、選考委員会も平成１０年度

まででも開催をされているということでござ

いましたが、緑町の公営住宅の入居募集あた

りを境に非常に倍率が上がってきて、順位の

選考が難しくなってきたということで、入居

決定に当たっては抽選になったという経緯を

御回答いただきましたが、やはり９条の第２

項の文言、これが時代の変化になかなか合っ

ていないといいますか、さらに詳細化してあ

る一定程度客観的な判断基準を持ち合わせな

いから、このような形になったと私自身は理

解をしております。

平成１８年度までの公営住宅の募集状況の

倍率でございますが、一応、一般世帯、高齢

者世帯向け、単身者世帯向けというふうに分

けて行われていることは承知をしております

が、平均で９.４倍の倍率であり、高いもの

では４０倍、５０倍を超え５９倍になるよう

なものもあり、なかなか、住宅の困窮、もし

くは障がい者等住宅に困っている方にとって

は、非常に高いハードルになっているのでは

ないかと感じております。

答弁の中にございました住宅政策という観

点だけではなくて、福祉分野との連携が必要

であるという認識をお持ちであるということ

でございますが、他市で行われているような

優先入居、もしくは優先倍率に早期に取り組

むお考えがあるのか。

また、当市では、抽選において数回連続し

て該当していない場合に、若干の当選倍率を

上げる配慮が行われている、そういう制度を

内規としてお持ちだと伺っておりますが、そ

ういったことを一定程度の障がい者ですと

か、優先をすべき方に適用することが可能か

どうか。見解をお聞きしたいと思います。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

広瀬議員の質問にお○市長（能登芳昭君）

答えいたしますが、詳細については、建設水

道部長から補足説明をさせますけれども、私

からは、今基本的な問題としてとらえた御質

問にお答え申し上げたいと存じます。

公営住宅そのもののこの条例の中身の中

で、時代の変遷とともにやはり条例というも

のは運用していくということが必要であると

いう認識に私も立っております。

しかし、入居者が困窮する状況というの

は、こういう時代ですから全く家がなくて

困っているのか、あるいは、入っていて次に

新しいところに移るための手段としての状況
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もあると私は聞いております。

そういう状況を考えますと、抽選方式でや

ることは、平等であり不平等なのかという御

質問の中身だったと思いますけれども、私は

その中で、最善の方法はどういう方法だとい

うことで先ほど答弁させていただきました中

で、それぞれ選考委員会の中の検討を加えた

上で、富良野地区につきましてはそういう状

況をとって現在にきていると、こういう状況

です。

答弁の中にも、今後福祉関係と連携をする

中でやるというお話をさせていただいた中で

は、御質問にございましたとおり、やはりそ

ういう住宅事業というのは、かなり今選択を

する以上は厳しい状況です。しかし、我慢し

て入って、新しいところに移るという状況下

のものでは、そういう今倍率の高いところ

と、あるいは低いところと、取捨選択する状

況がたくさんございますから、これらについ

て、先ほど申し上げました福祉関係との連携

をどう図ってやれるかと。そして、平等性の

欠かないような状況づくりをどうするかとい

うことは、これは御質問のとおり考えていか

なければならない課題の一つであると、この

ように受けとめているところでございます。

なお、細部については、部長から補足説明

をさせていただきます。

続いて答弁を願いま○議長（北猛俊君）

す。

建設水道部長里博美君。

広瀬議員の御○建設水道部長（里博美君）

質問にお答えいたします。

優先の順位が明文化できないのだろうかと

いうのが１点。それから、抽選方法の検討も

今後考えてはどうだという２点だと思いま

す。

今市長も答えられたように、高齢者、ある

いは障がい者、弱者と言われる部分の人に対

して、今まではこういう要領と条件に満たし

た場合、一般の中で高齢者の中で抽選はされ

た経緯がございます。

今後、高齢者、あるいは障がい者等のいわ

ゆる社会弱者に対しまして、要するにこの条

文化を再度煮詰め直しまして、優先順位の基

準づくりと、これは細分化をしない中、こう

いう明文化をしていきたいと。その中で抽選

の方法もあわせて検討してまいりたいと考え

てございます。

以上でございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

３番広瀬寛人君。

それでは、総合評○３番（広瀬寛人君）

価、落札方式について御質問をさせていただ

きます。

御答弁いただいた中では、新聞に掲載がさ

れている。導入せずという意味は、現時点で

は、指名競争入札で一般競争入札の制度も持

ち、なおかつ総合評価、落札方式についても

検討中であるという意味合いであるというこ

とで御回答いただきましたので、その部分に

ついては理解をするところでございます。

その中で、施工管理、品質管理、技術者、

地域貢献等を評価した落札方式について検討

されているという御回答いただきましたが、

同じく今月、新聞で発表されました道内の主

要建設会社のアンケートの中でも、８５％が

一般競争入札については容認をしていると、

時代の流れであるという回答をしながらも、

やはり導入自治体への注文として、地元企業

が受注しやすい入札条件、それから、ダンピ

ングの排除、施工能力不足の不適格者の排

除、こういった観点を盛り込んだ入札方式に

ぜひしてほしいという回答がございました。

その中で、現在、国土交通省、国土技術政

策総合研究所から発表されていますひな形の

総合入札落札方式、評価落札方式を私も拝見

をしましたが、非常に細かいところまで配慮

されております。

地域の自治体としては、やはり地域の地場

企業を守っていくという姿勢は重要なことで

あると思いますので、行政が今後あるべき公

共工事、そして、それを入札に対応する企業

と入札の評価基準についてよく意見交換をし

て、精度の高いとか品質の高い技術での工
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事、そして、地元の雇用等が守られるような

入札方式にすべきだと考えますが、そのあた

りで、そういった検討の場面に、地元企業、

建設企業からの意見を聞くですとか、調査を

するというお考えがあるのかお聞かせいただ

きたいと思います。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

広瀬議員の御質問に○市長（能登芳昭君）

お答えをさせていただきたいと思います。

現在、一般競争入札につきましては、先ほ

ど御答弁させていただいたわけでございます

けれども、指名競争入札の中で、実際にそれ

ぞれ落札をし、工事施工を終わった後に、そ

れぞれ工事の評価点を実際とっているわけで

すね。その評価点に基づいて精査をしている

現況でございます。

ですから、その評価点に満たないものにつ

いては、当然指名から外れていく状況にも

なっていくでしょうし、あるいは、御質問が

あったいろいろな観点から考えて、それぞれ

地域の地場産業の育成という観点から考えれ

ば、全部そういう方々の指名というものが当

然協議になるわけですけれども、そういうひ

とつの品質管理、あるいは工事のできばえ、

将来性の耐震度における状況等も考えます

と、やはり評価点を一つの基準にした評価方

式によって指名をさせていくというのが私は

基本でないかと、このように考えているとこ

ろでございます。

御質問ありました総合評価制につきまして

は、現在、御答弁させた中で、非常に公共事

業が御承知のとおり国も３％減額されて非常

に厳しい状況でございます。

本市におきましては、先ほど御答弁させて

いただいたとおり、平成１３年度には、約５

８億９,０００万円ぐらいから、昨年度は９

億５,０００万円ぐらいに落ちてきている

と。こういう現況を見ますと、一般競争入札

の性格、あるいは、総合評価方式でやる状況

下もこれから考え合わせながら、私は総合的

に検討していかなければならないこれも一つ

の課題かと考えているところでございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

以上で、広瀬寛人君の質問は、終了いたし

ました。

次に、東海林剛君の質問を行います。

１３番東海林剛君。

－登壇－○１３番（東海林剛君）

私は、富良野圏域５市町村で設立の準備が

進められております広域連合について、５点

にわたり市長の見解と所信をお伺いしてまい

ります。

１点目は、広域連合を選択した経過につい

てでございます。

昨年平成１８年８月２８日、富良野地区広

域市町村圏振興協議会の市町村長で構成する

委員会において、四つの自治の形、すなわち

市町村連携、広域連合、市町村合併、広域都

市の中から広域連合を選択することで合意が

なされました。同年１２月、第３回定例市議

会における菊地議員の一般質問で、なぜ広域

連合を選択したのかという問いに対し、市長

は、４町村が広域連合を強く志向したこと、

また、５市町村の枠組みを尊重し、そろって

共同歩調をとることを基本としていること、

さらに５市町村が合併協議に向かうためには

かなり時間を要すると判断したなどの理由

で、広域連合で合意をしたと答弁されており

ます。

また、富良野圏域５市町村は、今はともか

く将来は一つであるという共通認識を持って

いる。よって、広域連合の実践の積み重ねが

将来合併に向かう土壌づくりと考えていると

も述べられております。

そこで、お伺いいたしますが、４町村が強

く広域連合を志向したとのことであります

が、その理由について市長はどう分析され、

どのように判断をされているのか。

また、５市町村は一つであるという共通認

識を持っていると述べられております。市町

村で構成される委員会の議論経過の中で、一

つになるという一致点は見出せていたのかど

うか。
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三つ目として、どのような広域連合にする

のか。また、広域連合によって、どのような

ことをこの富良野圏域で実現させたいのか。

方向性について前向きな議論の積み重ねは

あったのか、以上をお伺いいたします。

質問の２点目は、専門部会の検討結果につ

いてでございます。

広域連合を選択後、広域市町村圏振興協議

会における副市長レベルの幹事会、広域連合

で処理することが可能な事務として、消防組

合、学校給食組合、串内草地組合、環境衛生

組合、国民健康保険、介護保険、火葬場、広

域圏事務の八つの事務事業を選定し、市町村

長で構成する委員会で了承されました。

そして、それぞれの事務ごとに専門部会が

設置され、部会ごとに協力し、６月末に報告

書をまとめて幹事会に報告をされておりま

す。

それぞれの事業の検討結果とメリット、課

題について、お伺いをいたします。

３点目は、構成市町村の役割分担と経費の

支弁方法についてでございます。

広域連合が処理する事務に要する経費は、

構成自治体の負担金、広域連合が発行する地

方債、使用料、住民からの分担金などをもっ

て充てることとなっております。一部事務組

合と同じように、それぞれの構成市町村に負

担の義務が生じることは当然であります。

地方自治法第２９１条の９で、広域連合を

組織する地方公共団体の分賦金の配分に当

たっては、広域連合を組織する地方公共団体

の人口、面積、地方税の収入額、財政力、そ

の他客観的な指標によるべきものとされてお

ります。従前の一部事務組合の負担割合によ

らず、広域連合という市町村とは独立した特

別地方公共団体における負担のあり方につい

ての協議がこれから本格化してくるとお聞き

をいたしております。

市長は、一部事務組合の負担割合の見直し

について、かねてから言及をされております

が、分担金の市町村負担についての基本的考

え方について、また、一部事務組合への職員

派遣の現状と広域連合設立後の職員派遣の考

え方についてお伺いいたします。

また、多額な初期投資が必要と思われる電

算システムの一元化についての考え方、その

他、初期投資額の予測についてもお伺いをい

たします。

４点目は、広域連合制度の課題についてお

伺いをいたします。

広域行政に対する制度として従来から使わ

れてきた一部事務組合方式の見解を踏まえ、

広域的な行政事業により適切に対応し、国や

都道府県から権限や事務の移譲を可能にし、

地方分権の推進にも寄与できる新しい制度と

して平成６年に創設され、７年から施行され

たのが広域連合であります。

広域連合は、住民による直接請求ができ、

連合長や議会の議員の直接選挙も可能である

とされるなど、寄合所帯の色彩が濃い一部事

務組合に比べ、自主性、独立性を強化し、普

通地方公共団体に準じた扱いになっておりま

す。

しかし、自治の形検討プロジェクトチーム

の報告書の中で、広域連合のデメリットとし

て、５市町村が合意しなければ事務を行うこ

とができない。そのため利害調整に時間がか

かる。政策選択も責任も形骸化する。また、

住民から遠い存在となり、チェック機能が働

かず、屋上屋的な存在になるなどの課題も上

げられております。

以上のように、市町村から独立した特別地

方公共団体として位置づけされているにもか

かわらず、広域連合体としての自立性、主体

性を発揮できない可能性があるとも指摘して

おります。

広域連合のこれらの課題をどうクリアして

いくのか、見解をお伺いいたします。

質問の５点目、最後になりますが、今後に

おける本市の取り組み姿勢についてお伺いを

いたします。

広域連合は、広域行政の効率性を高め、何

より住民生活の向上や圏域の発展が第一義で

あります。広域連合設立は手段であり、目的
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ではありません。広域連合が本当に住民のた

めになるのか、圏域の発展につながるのかと

いう議論が決定的に足りない気がしてなりま

せん。

市長は、５市町村が協働歩調をとることを

基本としているとして、広域連合設立の協議

に同意をいたしました。また、広域連合は合

併への土壌づくりであると明言されておりま

したが、最近の一連の動向を見るときに、町

村との意識の隔たりは大変大きなものがあり

ます。市町村長５名で構成する委員会は、広

域連合構想に関し大方針を決め、方向づけを

する司令塔であります。一人一人の発言は大

変重い意味があり、大きな責任を伴うもので

あると考えます。この司令塔が一枚岩ではな

いために、事務局は委員会の真意がわからな

い、そのため到達点がつかめないなど、大変

御苦労をされているのではないかと推察をい

たします。

委員会での意見調整は大変重要でありま

す。今後における広域連合に対する本市の取

り組み姿勢について、市長の見解、所信をお

伺いし、１回目の質問を終わります。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

－登壇－○市長（能登芳昭君）

東海林剛議員の御質問にお答えをいたしま

す。

１件目の広域連合についての１点目、広域

連合を選択した経過とその理由であります

が、４町村が強く広域連合を志向した理由と

いたしましては、市町村を取り巻く環境が地

方分権の推進とあわせ、国の三位一体改革に

伴う補助金の削減や交付税の見直しによる厳

しい財政状況、さらには、少子高齢化社会の

進行、多様化する住民ニーズによる広域的行

政需要の増加等から、各市町村が効率的な行

政運営と財政基盤を強化する必要に迫られて

いる状況にございます。

しかし、各町村とも現時点での市町村合併

に対しましては、中心地域への集中による格

差の拡大や、各市町村の特徴ある施策が継続

困難となるとともに、地域アイデンティ

ティーの希薄化へ懸念もあることから、各町

村それぞれが総合的に判断した結果、広域連

合を志向したものと考えております。

次に、５市町村間の議論経過における一致

点でございますが、昨年の広域市町村圏振興

協議会委員会において、広域連合を取り組む

ことによって住民の合併への機運が高まるこ

ともある。五つのまちの最終目標は一つにな

るということ、などなどの意見が出され、将

来、富良野圏域５市町村は一つであるという

共通認識に立ったものと判断をしているとこ

ろでございます。

次に、方向性について前向きな議論の積み

重ねがあったのかという御質問でございます

が、広域連合に関しましては、平成１１年度

から広域市町村圏振興協議会において協議、

検討を行ってまいりました。

また、広域連合制度は各市町村がともに効

率的な行政運営を図るための単なる共同処理

にとどまらず、総合的かつ計画的に施策を実

施することで、広域的な政策や行政需要に適

切に対応することができることを目的として

いることから、政策的、弾力的かつ機動的な

広域行政機構としての性格を持つものでござ

います。

このような戦略的観点や長年の議論経過か

ら、自治の形検討プロジェクトチームが示さ

れた四つの形の中から広域連合を選択し、さ

らに処理することが可能な事務として一部事

務組合の形で実施している事務のほかに、国

民健康保険、介護保険、火葬場など多様な事

務を選択したものでありますし、今後もその

ような姿勢で対応をしてまいりたいと考えて

いるところでございます。

次に、２点目の専門部会からの検討結果で

ございますが、広域連合準備委員会では、八

つの専門的部会を設置し、それぞれ担当職員

が専門的に検討をし、６月までに幹事会に対

し報告書が提出され、７月下旬には準備委員

会に対し報告がなされました。

報告の内容でございますが、消防専門部会
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は、初動体制の確立による住民サービスの向

上、消防体制の効率化、質の高い消防サービ

スの提供が可能なことから広域再編すること

が望ましいとしておりますが、また、その反

面、給与格差是正のための適正な給与水準の

調整、広域的人事に係る住宅確保と適正な通

勤範囲の設定、緊急通信指令施設整備への多

額な費用、勤務体制等の統一が課題として上

げられております。

衛生専門部会におきましては、既に５町村

が一部事務組合として管理運営していること

から、広域連合への移行は可能としており、

そのメリットとしては、議会庶務等の一部経

費節減が上げられております。

しかし、人員体制、議会庶務関係等の併

任、他町村派遣職員の給与、労働条件が課題

として上げられているところでございます。

次に、給食専門部会では、給食センター改

築時の負担軽減、食材等の一括購入による低

減化、議会統合等による共通事務の一元化が

図られることから、上富良野町、南富良野

町、富良野地区の三つの学校給食センターは

それぞれ自賄い方式で広域連合に移行すると

しておりますが、３施設の給食費単価が異

なっていることや、給食献立の統一などが課

題として上げられているところでございま

す。

串内専門部会では、５市町村共同の公共牧

場としていることから、広域連合の移行は可

能としており、そのメリットとして、議会監

査費用の削減効果が上げられております。

しかし、南富良野町での事務所及び職員の

配置、職員の冬期間の雇用継続などが課題と

して上げられているところでございます。

国保専門部会では、広域連合化は可能であ

るが、国保料、税率の統一や、電算システム

の連携構築、職員の配置、滞納措置や特定検

診、特定保健事業への対応など、課題、懸案

事項の調整が必要であるため、開始時期につ

いては、平成２０年度に準備作業を行うため

の専任職員の配置を行った上、平成２１年度

以降に移行するとされているところでござい

ます。

介護専門部会では、スケールメリットによ

る保健事業財政の安定化や長期的視点での質

の高い介護サービスの提供、職員配置の見直

しと電算システムの統一化による費用の削減

が見込まれ、準備のための専任職員を平成２

０年度に配置した上で、第４期介護保険事業

計画の初年度でございます平成２１年度から

広域連合での業務開始が妥当であるとされて

おりますが、その反面、事務処理システムの

初期投資の多大な費用、意思決定に時間がか

かることと、市町村と広域連合の責任の所在

が不明確になることが課題として上げられて

おります。

火葬場専門部会につきましては、広域火葬

場を平成３０年度供用開始予定で新設すると

ともに、それまでの間は広域連合が、原油、

各市町村施設の維持管理を行うこととし、そ

のメリットとして、広域連合が維持管理を行

うことで市町村事務の軽減、五つの施設の維

持管理を１社に委託することによる費用軽

減、老朽施設の順次廃止による費用の削減が

上げられておりますが、埋葬許可証の発行、

施設の維持、管理の方法の違い、施設廃止に

伴う住民の理解などが課題として上げられて

いるところでございます。

総務専門部会では、広域連合の規約、条例

を初め、選挙に関する考え方、組織職員の服

務、電算システム、事務所などについて協議

を進めておりますが、総務部会としては、各

専門部会の報告を受けた後、より具体的に検

討することとしているところでございます。

以上が専門部会からの報告を受けた検討結

果、メリット及び課題でございます。

次に、３点目の構成市町村の役割分担と経

費の支弁方法でございますが、広域連合では

経費の支弁方法について、地方自治法第２９

１条の４に基づき、広域連合規約に規定しな

ければなりませんが、広域連合としては関係

市町村の分賦金が歳入の主なものと考えてお

り、分賦金に関しましては、地方自治法第２

９１条の９の規定により、客観的手法に基づ
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くこととされております。

分賦金の割合に関して、本市といたしまし

ては、既存の一部事務組合の負担金の考え方

が同一ではないこと。また、地方公共団体を

新たに設置することなどから、準備委員会に

おいて共通的経費に係る構成市町村均等割の

導入を初め、負担割合の見直しについて提起

をさせていただき、各市町村に提案をしてい

るところでございます。

現在、各副市町村長等で構成する幹事会に

おいて、どの費用、どの項目に均等割を導入

すべきか。また、均等割と利用実績に基づく

従量制割との割合をどうするかなどについて

協議を進めているところでございます。

本市といたしましては、構成市町村が応分

かつ適正な負担となるよう、今後も協議を継

続してまいります。

次に、職員の派遣についてでありますが、

現在、本市では、一部事務組合に対し、衛生

組合に２名、学校給食組合に３名、消防組合

に３名を、それぞれ地方自治法第２５２条の

１７に基づき、職員の派遣を行っておりま

す。これらの一部事務組合においては、一部

事務組合採用のプロパー職員と本市からの派

遣職員によって運営されている現状にござい

ます。

市といたしましては、さきに申し上げまし

た準備委員会において、広域連合の設置後に

おける各市町村からの職員派遣についても、

各市町村がともに担うことを提起させていた

だいており、各市町村長に了解をいただいて

いるところでございます。

今後、具体的に組織機構案について協議を

いたしますが、市町村派遣が必要なポスト及

び派遣する職員数、市町村ごとの派遣職員数

についても、あわせて協議をしてまいりま

す。

次に、電算システムの一元化、その他、初

期投資についてでございますが、現在、五つ

の一部事務組合のうち、三つの一部事務組合

が富良野市の使用している財務会計システム

を使用し、二つの一部事務組合が個々に伝票

会計を行っております。そのため広域連合設

置後は、富良野市の財政会計システムを使用

することで準備委員会内の了承をいただいて

おり、広域連合設置に伴うシステムの改修費

として約６０万円を見込んでいるところでご

ざいます。

また、当面事務所を新たに設ける必要がな

いことから、設置に伴う初期投資として、富

良野市の場合は、公印、看板等の変更にかか

る費用など５０万円程度を見込んでおります

が、既存物品の活用等を図り、経費の節減に

努めてまいります。

しかしながら、広域連合で処理する事務の

増加によって、今後新たに事務所費や電算シ

ステムなどの経費が必要になることも考えら

れるところでございます。

次に、４点目の広域連合制度の課題につい

てでありますが、広域連合の課題といたしま

しては、構成市町村間の調整や迅速な意思決

定が困難であること、複数の市町村の合議に

より運営を行うため責任の所在が明確でない

こと、住民から広域連合が疎遠に感じるなど

の課題が出されておりますが、地方自治法の

規定においては、広域連合の主体性を確保す

るため、規約の変更に関して、関係市町村に

対して規約変更の申請権と要請権と広域計画

の実施に支障がある場合における当該市町村

に対する改善勧告権が認められているところ

でございます。

しかしながら、広域連合の主体性を発揮さ

せるためには、広域連合に広域連合長及び副

広域連合長で組織する広域連合会議（仮称）

や、各副市長村長や該当者等、実務者で構成

する各種連絡会議等を設置するなど、広域連

合と市町村間の連携を密にし、迅速かつ的確

に事業執行ができるよう関係市町村ともに努

めていかなければならないと考えておりま

す。

また、国や北海道から事務権限の移譲を受

けることが可能であることから、住民にとっ

て身近な存在になるよう、住民ニーズに適応

した事務権限の移譲についても検討していか
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なければならないと考えております。

次に、５点目の今後における本市の取り組

み姿勢でございますが、広域連合は広域的に

共同処理することによる事務の効率化と住民

サービスの向上、さらには、自治体間の事務

補完を図るための一つの行政手法として考え

ております。

そのため本市といたしましては、広域連合

の設置に関しましては、行政メリットや将来

展望が必要と考えております。また、広域連

合で処理する事務に関しても、新たな市民負

担が生じることのないように進めてまいりた

いと考えているところでございます。

さらに、新聞紙上でも報じられておりまし

たが、他町村におきましては、昨年の広域連

合選択時とは状況の変化も見受けられますの

で、本市といたしましては、これらを総合的

に判断しながら取り組んでまいりたいと考え

ているところでございます。

以上です。

再質問ございますか。○議長（北猛俊君）

（「あり」と呼ぶ者あり）

あるようですが、ここ○議長（北猛俊君）

で、１０分間休憩いたします。

───────────────

午前１１時１６分 休憩

午前１１時２７分 開議

───────────────

休憩前に引き続き、会○議長（北猛俊君）

議を開きます。

休憩前の議事を続行いたします。

東海林剛君の再質問を行います。

１３番東海林剛君。

それでは、再質問○１３番（東海林剛君）

をしてまいります。

１点目の広域連合を選択した経過とその原

因についてでありますが、この広域連合を選

択したのは、今から１年以上前、昨年の８月

２８日の広域市町村圏振興協議会の市町村長

で構成する委員会であります。

ここで合意されたことが、その後の広域連

合設立の協議経過の協議の前提条件になると

いう思いがあるものですから、あえて質問を

させていただいています。

１点目の１、一番最初に質問した４町村が

広域連合を志向した理由についてはどのよう

に判断されているかということに、市長は御

答弁の中で、広域行政を進めなければならな

いのは共通認識で、当然、広域行政は積極的

に進めていかなければならないという認識を

持ちながら、しかし、町村については合併と

いうのが、いわば中心地域と答弁されていま

すが、富良野を想定されると思うのですけれ

ども、中心地域への集中による格差の拡大に

つながるということから、４町村が合併論議

を避けたと。その理由はわかります。理解を

いたします。

ただ、その場で、合併論議ができないから

すぐ広域連合という選択肢がどうして出てき

たのか。例えば、市町村連携だとか、広域都

市構想というのも、この四つの中にあったわ

けです。その中で広域連合という選択肢が出

てきた理由について、もう少し詳しくお伺い

をいたしたいと思います。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

東海林議員の御質問○市長（能登芳昭君）

にお答えをさせていただきたいと思います。

それぞれ自治の形の４項目を１年かけて論

議をされ、報告をされました。その中で、今

議員御指摘のとおり、市町村合併、広域連

合、広域連携、新都市構想と四つの形から論

議をそれぞれいたしたところでございます。

特にこれは市町村合併についてだけ御答弁

させていただいたわけでございますけれど

も、新都市構想というのは余りにも規模が大

き過ぎて、将来その展望の開けるような状況

の中身で具体的に論議することは、私は難し

い状況にあったと、このように判断をいたし

ているところでございます。

広域連携につきましては、これは、もう既

に広域市町村圏の広域行政の中で、現実的に

今やっているものについては、それぞれ協議

会をつくって運営をしているわけです。です
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から、広域につくる計画なり、将来の展望と

いうものは、広域圏の協議会の中で計画を

持ってやっているということですから、これ

は今やっている状況の中で、あえてさらに強

力に進めていく状況に私は現在ではならない

状況にあったと、このような判断をいたした

ところでございまして、そうなりますと、今

現在、一部事務組合制度というのができてい

るわけでございまして、これは独立機関であ

ります。広域連合に移した場合にどういう形

になるかと、こういう論議がそれぞれされた

わけでございまして、そういう中で、私は、

一つには一部事務組合の現行行っているもの

を連合に移して、さらに議会として、もう少

しこの広域圏の中で行うそれぞれの一部事務

組合の議会が一つになる方法でやっていくこ

とも効率的な状況が生まれてくるだろうし、

あるいは、それぞれ議会の中で、一部事務組

合行われている中の総合的な理解度がさらに

深まっていく状況も出てくるだろうと、こう

いうこともございまして、最終的に広域連合

を選択する理由の中には、私は、やはり先ほ

ど答弁で申し上げましたとおり、あるいは、

昨年の６月に答弁をさせていただいた中身

で、やはり将来、この圏域、１市３町１村

が、やはり一つになるという大義名分が広域

連合にいくことによって、そういう下地づく

り、土壌づくりがかなえると、このような判

断状況をいたしたことも事実でございまし

て、こういうことを踏まえて進めてまいった

という状況でございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

１３番東海林剛君。

現実問題、広域連○１３番（東海林剛君）

合を四つの中から選択したというのは、現実

的な判断であった、その中では、よりベター

であったと理解はしております。

ただ、この広域連合を選択したと、この中

で、富良野もこの５市町村と共同歩調をとる

ということを基本としているという市長のお

考えですから、その中で、広域連合で合意を

されたのだと思います。

ただ、４町村が合併論議をすること自体を

避けたと。そして、富良野市長は、いわば５

市町村共同歩調をとることを一つの前提条件

としたということで、とりあえずこの５市町

村の中で広域連合を選択をし、その中での協

議に、ちょっとこれ、逃げ込んだといいます

か、非常に消極的な選択の中で、消去法の中

での選択の中に、そのことでなかなか広域連

合で何を実現していくのかという実際のそこ

に住んでいる住民の生活にかかわる住民サー

ビスをどうしていくのか。住民の生活状況は

どう変化していくのか。与える影響はどうな

のかという議論の深まりがなかなか出てこな

かったと思うものですから、質問させていた

だきました。

そういう趣旨で質問させていただきました

ので、もう一度、時間がだんだんなくなって

まいりますので、簡潔に御答弁をいただきた

いと思います。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

東海林議員の再質問○市長（能登芳昭君）

にお答えいたしますけれども、私は、合併の

問題について触れていないという御質問です

けれども、合併についても、この四つの課題

の中でかなり論議をさせていただきました。

やはりそれぞれの首長の考え方というのは、

現実的に私は合併を進める状況の中におりま

したから、そういう説明を十分させていただ

きました。

その中にあって、それぞれその広域の委員

会で最終決断する前に、それぞれ地域住民の

説明会を私はやりました。富良野市の状況の

中においても１０カ所設定して、地域説明会

も十分させていただきました。

しかし、他町村においては、それらをやっ

ているところもあるし、やっていないところ

もあると。こういう住民の意思の疎通が得ら

れない状況にあったと、こういうことがそれ

ぞれ首長からお話がございました中で、最終

的に１年をかけているのですよ。自治の形１

年をかけて、選択をしないで、その中で全部
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意見の相違を見ない形で進めることが、将来

にとっていいのかどうかということも考えた

判断のうちに入ると、このように考えて、先

ほど東海林議員がお話ししましたけれども、

避けたという事実は全くございませんので、

その点ひとつ御理解を賜りたいと、このよう

に思うところでございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

１３番東海林剛君。

合併論議を避けた○１３番（東海林剛君）

というのは、市長ではなくて４町村というこ

とで、市長が避けたとは一言も言っておりま

せん。

それでは、次に移らせていただきます。

先ほど市長が御答弁の中で少し触れました

けれども、５市町村は一つであるという一致

点を市町村長で構成される委員会での議論経

過の中で見出せたのかという質問をさせてい

ただきました。

その答弁の中で、広域連合に取り組むこと

によって、住民の合併の機運が高まることも

ある。ちょっと複雑な言い方ですけれども、

高まることもある。そして、五つのまちの最

終目標は一つになるなどの意見が出されて、

将来富良野圏域は一つであるという共通認識

に立ったものと判断をしていると御答弁をい

ただきました。

将来、富良野圏域は一つということは、イ

コール合併ということ以外、私の頭の中では

想像できないわけですけれども、これが、そ

の後の設立に向けた協議の前提条件、スター

ト時点で一致したこの認識が、その後の協議

の前提条件であったということだと思うので

すが、そのことを一つ確認をいたしたいと思

います。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

細部の中身について○市長（能登芳昭君）

は御答弁を避けさせていただきたいと思いま

すけれども、それぞれの首長の立場がありま

すから避けていただきたいと思いますけれど

も、私は、この圏域、１市３町１村が、先ほ

ど御答弁申し上げましたとおり、国の三位一

体改革、以来、それぞれ地方分権の形の中

で、それぞれ自己決定、自己責任を行う自治

体の分権法が平成１２年施行になってから、

かなり自治体の自主的なものがそれぞれとら

れてきたということを踏まえながら、それぞ

れ首長とお話をさせていただいた中でござい

まして、その中で私は、この圏域が将来一つ

になるということは、それぞれの首長の考え

方としての希望的な観測、私の考え方では、

将来五つがまとまることが、この圏域の地域

振興につながると、こういうことでは、それ

ぞれ首長さんの考え方も、そういう考え方

を、しかし、現在で合併に即いくかいかない

かというのは、それぞれの市町村の住民の考

え方もありますし、それぞれそういうことを

総合的に判断されて、現行の連合のほうにそ

ういう選択をされたのではないかと、このよ

うに考えているところでございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

１３番東海林剛君。

それでは、次の質○１３番（東海林剛君）

問に移らせていただきます。それぞれの専門

部会の検討結果についてであります。

先ほどの質問で、八つの専門部会の検討結

果とメリット、課題についてお伺いをいたし

ました。かなりのボリュームで御答弁をいた

だきました。

それで、検討結果で、広域連合への移行年

次でありますけれども、まず、一部事務組合

に限ってお伺いをいたしますが、一部事務組

合は四つありますけれども、２０年、来年で

すね、事業移行が可能な事務は何と何なの

か。また、移行できないのはどういう事務な

のか、まずお伺いをいたします。

御答弁願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

東海林議員の再質問○市長（能登芳昭君）

の中の一部事務組合等の移行の問題について

お答えをさせていただきます。

現在協議中でございますので、ここで明確

に何年からやるということは最終的にまだ決
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めてございません。そういう状況でございま

すので、先ほど答弁の範囲内での状況である

と御理解を賜りたいと、このように思ってい

るところでございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

１３番東海林剛君。

来年、２０年から○１３番（東海林剛君）

広域連合はスタートするという前提条件が

あった中で、２０年からスタートできる事業

についてはまだ協議中で、まだ結論が出てい

ないということでありますが、まず、衛生組

合と給食組合についてお伺いをいたします。

衛生組合はまず置いて、まず給食組合で

す。これについては、先ほどの答弁の中で、

上富良野、南富良野、富良野地区の三つの学

校給食組合、それぞれ自賄い方式で広域連合

に移行して、給食の単価や献立の統一などを

していくと。また、本日の答弁にはございま

せんでしたけれども、その課題を整理をしな

がら、１カ所での共同調理に移行できる体制

づくりを進めていくという意向であるという

ことをお聞きをいたしておりました。

そういった中で、それぞれ自賄い方式でと

いう部分での内容について、もう一度御答弁

をいただきたいと思います。

御答弁願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

東海林議員の再質問○市長（能登芳昭君）

にお答えいたしますけれども、自賄い方式と

いうのは、今現在、給食組合の事務組合は、

占冠村、富良野市、中富良野で構成をしてお

ります。南富良野町と上富良野は、自己の町

村でやっていると、こういう状況ですから、

それを一つの方法にまとめていくということ

になれば、給食する数が相当今の富良野市の

三つでやっている範囲には入らないという現

況がございます。

そういう中で、そういう連合に移行すると

いうことになれば、この五つの市町村がまと

まってやらなければ連合にいく理由がないわ

けでございますから、これをやるには、今た

だいま申し上げました、それぞれ南富良野

町、上富良野町については、経過的に連合に

加入をさせる方法を、自分のところで賄って

いるわけですから、あるいは給食の統一値段

的なものもなかなか難しい状況もございます

から、そういう経過の中で、今論議をさせて

いただいているということでございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

１３番東海林剛君。

それぞれ自賄い方○１３番（東海林剛君）

式で上富良野、南富良野、富良野、それぞれ

やっていて共同の調理場ではないということ

なわけですけれども、こういう形で上富良

野、例えば、学校給食組合はもちろんですけ

れども、上富良野、南富良野についても、連

合に参加をしながらやっていくということで

間違いないですね。

一つ漏れ伝わってくる情報の中では、上

富、南富良野については、まだ参加表明をし

ていないということもお聞きするものですか

ら、その点、一つお伺いをいたします。

御答弁願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

ですから、今協議の○市長（能登芳昭君）

過程の中でやっている状況の中で、今御質問

あった問題についてはお答えは控えさせてい

ただきたいと、このように思います。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

１３番東海林剛君。

協議の経過という○１３番（東海林剛君）

ことでありますが、一つ消防組合についてお

伺いいたしますけれども、消防組合も４点の

課題が上げられております。そのほかに今消

防行政の中では、いわば３０万人の人口を基

礎単位として、旭川を含む広域での再編化の

計画があるとお聞きをいたしております。北

海道消防広域化推進計画、過日の９月１日の

防災の日に、消防訓練の中でも、ちょっと来

賓のごあいさつの中にもありましたけれど

も、これと、例えば消防組合をいわば広域連

合に移行するひとつの事務として上げられて

おりますけれども、こことのかかわりはどう

なのか、お伺いをいたしたいと思います。
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御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

東海林議員の御質問○市長（能登芳昭君）

にお答え申し上げたいと思います。

今、北海道で市町村の消防の広域化に関す

る基本方針、それから、北海道消防広域推進

計画をつくるということで、広域化等検討協

議会をつくりまして、策定に向けて今協議を

進めているとお聞きをいたしております。

その推進計画が１０月をめどに素案が公表

されるとお聞きしているところでございまし

て、そういうものが公表されることによっ

て、広域化の対象市町村の組み合わせが明確

に示されるような状況になってくるのかと、

こんな感じがいたしておりますので、そうい

う状況を見きわめながら判断をしていく必要

性も出てくるのかと、こういう感じがいたし

ておりますけれども、基本的には、消防行政

についても広域連合の状況づくりの中で進め

ていかなければならない状況にあるのかと、

こんなふうにも考えているところでございま

す。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

１３番東海林剛君。

それでは、次の３○１３番（東海林剛君）

点目の構成市町村の役割分と経費の支弁方法

についての質問に移らせていただきたいと思

います。

御答弁をいただきましたけれども、共通経

費に係る均等割の導入、それと、負担割合の

見直しを委員会に提起をしているということ

で、現在、副市長レベルの幹事会でどの費

用、どの項目に均等割を導入すべきかどうか

今議論が進んでいるとお伺いいたしました。

なおかつ各市町村、応分かつ適正な負担にな

るよう協議をしていくということでありま

す。

それでお伺いをいたしますけれども、市長

は広域市町村圏協議会の会長であり、この委

員会での座長的な立場であろうと思いますけ

れども、この均等割、負担割の見直しの中

で、今提案されている中で、均等割導入する

ことによって、お聞きしている中では、どう

しても均等割導入しますと、富良野は今まで

より少し下がると、一部事務組合。町村につ

いては、すべてが上がっていくということも

お聞きをいたしております。

この均等割、負担割の見直しについて、こ

れは新たな負担のあり方、そして、その正当

性について、これは、ほかの町村にもきちん

と説明をしなければならないものだと思いま

すので、なぜ均等割を導入したのか、負担割

合の見直しとあわせて、ひとつ御説明をいた

だきたいと思います。

御答弁願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

東海林議員の再質問○市長（能登芳昭君）

にお答えいたしますけれども、私は１回目の

答弁でもお話ししているとおり、現在、それ

ぞれ給食組合、衛生組合、消防組合、串内、

四つ現在一部事務組合を持っているところで

ございます。

消防を例にとれば、昭和４９年に一部組合

の設立を行い、その後、占冠、南富良野と一

部組合の構成を行ったわけでございますけれ

ども、このときに、一つには、圏域の状況を

広域化して消防体制の効率と充実を図るとい

う大義名分の中で、富良野市が率先してそう

いう状況づくりをした経緯がございまして、

その負担割合が現在７対２対１の割合であり

ます。こういう状況が続いてきた状況でござ

います。現在もそういう状況であります。

そうしますと、これから新しい広域連合に

移るという状況になれば、やはり御質問に

あったとおり、私は富良野市のメリットが何

がメリットで何がデメリットかと、こういう

ことも考案し、さらに法律運営ということ

を、あるいは住民に対して、住民サービスの

向上になるか等のそういう総合的な判断をし

ながらやるには、やはり財政的なものも御説

明をしながらやらなければならないと、こう

いうことで一例を挙げましたけれども、そう

いう今分担割合になっているものですから、

これは、やはり均等割というのは、人口割だ
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とか財政力だとか、あるいはそれに客観的な

要素も加わりますでしょうけれども、私は均

等というのは、平等でやはり参加するものに

ついては、これは応分の状況の中で均等割は

入れるべきだということで、冒頭の委員会の

８月のときに各首長に対しまして、負担割合

の問題については負担割合でなく、負担につ

いては均等割を明確に入れることを冒頭御理

解をいただいて、了承されているということ

でございますので、それは十分、その点だけ

御報告を申し上げておきたいと、このように

思います。

もう一つは、人員派遣の問題とあわせて、

この問題はやはりきちんと整理をしなけれ

ば、私は連合にいく状況づくりの中で、連合

でやっているのは、御質問にあったとおり、

やはり富良野市にとって大変マイナスになる

ような状況が出てくることとなれば、これは

議会なり市民にお諮りをして判断をしていか

なければならない問題にもなっていくのでな

いかと、こういうことで、原則的には、私は

やはり沿線の首長さんの御理解を十分得なが

ら連合に進めていくということは、今の状況

では、そういう意思を強く持っているところ

でございますけれども、そういう負担の問題

になりますと、これからいろいろ紆余曲折的

なものも出てくる可能性もあるのではないか

と、こんな感じがいたしているところでござ

いまして、今現在、そういう協議をする段階

になっているということで御理解を賜りたい

と存じます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

１３番東海林剛君。

先ほどの市長の御○１３番（東海林剛君）

答弁の中で、この均等割の導入については、

この委員会に提案をしていますという言い方

を間違いなくされました。でも、今の御答弁

で、その中で了承をいただいているというこ

とでありますから、これが、この後、分賦金

に関しての、経費に関しての負担の割合に関

しての幹事会での今後のいろいろな協議の前

提条件になってくるのだと思います。

それで、時間もだんだんなくなってまいり

ました。課題については、それぞれ今まで全

体の中で出てまいりましたので、最後に今後

における本市の取り組み姿勢についてお伺い

をいたしてまいります。

まず、この御答弁の中に出てきている富良

野市として行政メリット、それと将来展望が

必要と御答弁をされていますけれども、その

具体的な意味について、まずお伺いをしたい

と思います。簡潔にお願いいたします。

御答弁願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

東海林議員の再質問○市長（能登芳昭君）

にお答え申し上げたいと思いますけれども、

行政メリットにつきましては、８項目にわ

たって一応自治の形のほうから報告を受け、

それを受けて、できる可能性があるのかない

のか、そういうことも含めた中で、例えば、

国民健康保険、介護保険、これらについても

今並行して協議をされているところでござい

ますけれども、そういう状況を考えますと、

複雑多岐になってきている福祉行政の状況、

介護保険含めたですね。こういう中で、人員

がふえていくような状況が出てくる可能性が

私はかなり強いのかなと、こういう状況もご

ざいまして、それが行政メリットにつながっ

ていくのかどうかということが一つの判断を

いたしたところでございますけれども、これ

は、これから協議して、それぞれ市町村がこ

れらについても人的な補てんが十分可能な状

況になっていくのかということが、一例を挙

げますと、そういう状況にもなっていくだろ

うと。

それから、将来展望ですけれども、これ

は、やはり国民健康保険などでも、今先ほど

お答えしましたように、税率が富良野市は３

方式ということで、所得割方式等をやってい

るわけですね。あとは４方式ということで応

能応益のやり方ですから、これは改正すると

いうことになれば、かなり富良野市に合わせ

てやるということになりますと、私はまだそ

の辺の現実的なものも触れていませんけれど
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も、そういう状況が出てくると、住民が納得

しなければ、なかなかそういう移行にいかな

いのかなと。具体例を申し上げますと、そう

いう状況でございまして、将来展望において

は、やはり私は合併をすることによってこう

いうものは解消されるでしょうけれども、連

合の形の中では、なかなか難しい状況もある

のかと、こういう一例を挙げまして、そうい

う意味で、将来展望に合わせましても、やは

り私としては、合併に向けるような状況づく

りをあわせてやっていかなければならないの

かと、こういう感じがいたしているところで

ございます。

以上です。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

１３番東海林剛君。

時間もなくなって○１３番（東海林剛君）

まいりましたけれども、市長の答弁の中で、

ちょっと微妙な言い回しがあるわけですけれ

ども、市町村の考え方の違いを報じた新聞報

道に触れて、昨年の広域連合選択時とは状況

の変化も見られるので、本市としてこれから

総合的に判断をしながら取り組んでまいりた

いという御答弁をいただきました。

これは、連合選択時に、委員会において、

将来富良野は一つになるということで意見の

一致を見ていたはずの広域連合設立の前提条

件が崩れたというふうに一面、あの新聞報道

は受けとめられるわけですけれども、その辺

ひとつお伺いをいたしたいと思います。

それとあわせて、いずれにしても広域連合

スタート時のタイムリミットというのはある

わけですけれども、その中でどのような判

断、決断をされていくのか、あわせてお伺い

をいたしたいと思います。

御答弁願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

東海林議員の御質問○市長（能登芳昭君）

にお答え申し上げたいと思います。

１年たって状況が変わったのではないか

と、それぞれ首長さんの真意というものはわ

かりませんけれども、将来というのは、１年

先が将来なのか３年先が将来なのか、あるい

は１０年先が将来なのか、それは首長さんの

とり方だと私は判断をさせていただいている

ところでございまして、その点、今後、委員

会が開かれましたときには、もう一度そうい

う状況等の話し合いの中で出てくる可能性も

あるのかという判断をしているところでござ

います。

それから、私は、この広域連合の来年の４

月という一つの期限がございますから、やは

り状況的においては、事務的な整理等もござ

いますから、判断的なものについては、先ほ

ど申し上げました負担金の問題、均等割の問

題、この問題がきちんと私は整理ができない

と前に進んでいかないような感じがいたしま

すので、できるだけ早い機会にそういう整理

をした上で判断をしなければならないと、こ

のように考えているところでございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

以上で、東海林剛君の質問は終了いたしま

した。

ここで、午後１時まで休憩をいたします。

───────────────

午後 ０時００分 休憩

午後 １時０１分 開議

───────────────

午前中に引き続き、会○議長（北猛俊君）

議を開きます。

午前中の議事を続行いたします。

ここで、横山久仁雄君の質問を行います。

７番横山久仁雄君。

－登壇－○７番（横山久仁雄君）

私は、さきの通告してあります高齢者の社

会保障について、とりわけ介護保険とそれに

かかわる療養病床再編について今後どのよう

になるのか、本市としての対策をどのように

考えておられるのか質問してまいります。

今から７年前の２１世紀に入った２０００

年４月、国は、急速に進行する高齢社会に対

応するために、さらに、それまでの在宅のお

年寄りの日常介護が、医療機関に入院するか

施設入所か家族の介護にゆだねられていたこ
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とから、お年寄りの孤独死、虐待、社会的入

院の増加、医療保険財政の悪化など、さまざ

まな社会的問題が発生しておりました。この

対策として、介護保険制度を導入されたわけ

であります。

創設したときの理念は、人はだれでも高齢

になる。そのときにも家族や人に頼らずに安

心して暮らしていくことのできる社会でなけ

ればならない。そのために介護保険制度を創

設し、国民全体で高齢者の生活を支える仕組

みが必要である。高齢になって介護が必要に

なったとき、これまでのように施設入所や家

族介護に頼るのではなく、介護保険料を納め

てきた主体者として、介護サービスが受けら

れる権利者として、住みなれた自宅で介護を

気兼ねなく当たり前に受けられる社会的介護

システムを構築をする。そのためには、高齢

者にも保険料を納めてもらわなければならな

いというものでありました。

その結果、高齢者のわずかな年金からまで

保険料を徴収することになったのでありま

す。このことは、見方を変えて言えば、年金

の給付を受けるためには、１００歳になった

お年寄りも保険料を納めなければならないと

いうシステムだということであります。

一方、介護サービスの提供システムは、自

治体の介護保険事業にゆだねられたのであり

ます。地域の立地条件や産業構造、あるいは

人口構成等によって自治体の財政事情が異な

り、財政格差のある我が国において、財政基

盤が脆弱な自治体であっても、加えて、高齢

化率が大きく異なることが考慮されないまま

地域に暮らすお年寄りの生活を自治体がしっ

かり支えなければならないということが、介

護保険事業を通じて事実上義務づけられたの

であります。

その意味では、多くの問題を残しつつも、

介護保険導入の動機と発想は否定するもので

はありません。しかし、制度運用に当たって

さまざまな問題が噴出したのであります。

例えば、社会的介護システムの整備とサー

ビス提供は、介護保険事業主体である自治体

がその財政規模にかかわらず整備しなければ

ならないこと。保険制度の創設と介護サービ

スを過大評価し、我が国の住宅環境や労働環

境、家族構成の変化、地域コミュニティーの

変化などが考慮されないまま、介護は在宅介

護サービスを利用して、これまでの施設介護

から在宅を中心としたシフトへ移行させ、高

齢者の社会的入院をなくすことや、医療機関

においては、長期入院を極力抑制することを

強化し、医療と介護の両方が必要な場合で

あっても、医療機関の入院を抑制し、在宅医

療、あるいは在宅介護が可能になるまでの間

を過ごすことのできる中間施設にシフトし、

できるだけ短期間で在宅に移行する、このこ

となどによって高齢者医療や介護事業が進め

られた結果、高齢者の生活の場が狭められて

きたのであります。

そうした経過の中で、医療と介護を同一の

施設で提供するケアミックス型の医療機関が

求められ、それに対応する施設として、医療

機関の中に長期療養のできるベッドが設けら

れました。

一方、医療保険の財政もまた逼迫している

として、我が国の医療施設の地域間格差や産

業構造、さらには、核家族化の進行、夫婦共

働きによる生活の維持、お年寄りを抱える勤

労者の家族の事情を考慮されない企業の転勤

制度など、在宅医療や在宅介護を支えるため

の勤労者の労働事情や家族構成、住宅事情も

考慮されないまま、長期の入院や社会的入院

を社会悪として全面否定し、自助自立を画一

的に国民に押しつけ、在宅医療を進めてきた

のであります。

それでも在宅での医療や介護が困難な場合

のために、社会的入院や長期の入院をさらに

細分化し、医療を中心とする医療療養型病

床、介護を中心とする介護療養型病床が通常

の入院治療とは異なる料金設定で設けられて

きました。

介護保険創設当時は、在宅医療、在宅看

護、在宅介護サービス提供業者の不足など、

医療や介護を必要とする人々が自宅で生活す
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ることのできる社会的システムが未整備だっ

たことから、施設の増設が必要であり、医療

機関の協力を仰ぎながら、一方で政策誘導し

ながら、療養病床の増設が推進されてきたの

であります。このような経過をたどりなが

ら、お年寄りの介護や医療政策が進められて

きたのであります。

この間、政府は、介護保険や医療保険を利

用した国民が支払う施設窓口での自己負担の

割合比率を高め、保険料引き上げも行ってき

たのであります。しかし、政府は、再び介護

や医療の保険財政が逼迫していることを理由

に、療養病床再編という名のもとに、地域の

療養病床を、さきに申し上げた経過を考慮す

ることもなく、削減、あるいは廃止し、他の

病床に転換することを進めているのでありま

す。

在宅での医療や介護を受けることのできる

勤労国民の労働環境の改善や社会的合意が解

決されないまま、今度は医療機関から介護療

養型のベッド全廃が２３年度までに、２４年

度には医療療養型ベッドの４０％削減の政策

が進められているのであります。とりわけ深

刻なのは、介護療養病床の２３年全廃であり

ます。本市には、現在、介護療養病床は４０

床、圏域全体では６０床ありますが、これが

すべて廃止、または他の病床に転換をされ、

医療療養型病床は４３床、圏域全体では７１

床、これが２４年には４０％に削減する政府

の計画となっているのであります。

現在、老人保健施設や特別養護老人ホーム

などの介護施設の入所は、入所を申請しても

入所希望者が多く、なかなか入所できない状

況にあると聞き及んでおります。また、療養

病床が他の病床に転換されたとき、介護給付

の総額費用が変わり、それに伴って保険料が

どのようになるのか、市民は心配しておりま

す。

このように、お年寄りの療養の場とあわせ

て保険料がどのようになっていくのか。療養

病床を利用されている方やその家族、市民は

この先どうなるのか毎日不安に駆られている

のであります。

一方、医療機関においても、かつては政府

による療養病床への転換が求められ、今度は

一転して、再び他の目的の病床へ転換するこ

とが打ち出され、戸惑いがないのか心配され

るのであります。そして、住民に対する影響

を行政はどのように考えているのか、これも

また心配するものであります。

このように療養病床の再編は、医療機関の

ベッド利用法が変更されるだけでなく、市民

生活全般を大きく揺るがせることでありま

す。２３年までには残すところわずかであり

ます。その対策を急がなければなりません。

そこで、市長にお伺いをいたします。

廃止、あるいは削減となる介護療養、そし

て、医療療養ベッドはその設置目的を失うこ

とになりますが、どのように転換が図れるの

か住民の不安が高まっています。本市の療養

型ベッドの現状と病床の転換はどのような手

順で進められるのか。現在も療養病床は利用

されておりますが、その方々の受け皿はどの

ように整備をされるのか。転換する場合、ど

のような病床に転換が可能なのか。政府が向

かおうとしてる転換の指標はどのようになっ

ているのかお伺いをいたします。

また、医療機関はベッドの転換を図らなけ

ればならないわけでありますが、政府の政策

変更による転換であり、医療機関は施設改修

も含めて大きな負担となります。計画どおり

に転換が図れるのか疑問が残ります。その資

金調達はどのようになっているのか、あわせ

てお伺いをいたし、私の１回目の質問を終わ

ります。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

－登壇－○市長（能登芳昭君）

横山議員の高齢者介護保険事業、療養病床

再編に伴う介護療養型病床の廃止の対策につ

いてお答えをいたします。

医療制度改革の一環として、一定の療養病

床については、平成２４年度末までの間に、

介護保険施設等の転換を進めるとともに、介
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護療養型病床については、平成２３年度末を

もって廃止されることになりました。

介護療養型病床が廃止されることに伴い、

国におきましては、介護老人保健施設などへ

スムーズに病床を転換していけるよう、財政

支援や設備基準の経過措置がとられていると

ころでございます。

病床転換に当たりましては、見守り、住ま

い方、在宅医療体制なども含め、高齢者が住

みなれた地域で安心して暮らし続けることが

できるようにするため、地域ケア体制全般の

基盤整備をどのように進めていくのかが問わ

れております。

この将来にわたる重要な課題にこたえるも

のとして、国は今後の地域ケア体制整備の方

向についての基本指針である地域ケア整備指

針を示し、道は国の基本指針に基づき、市町

村と協力調整して、地域ケア整備構想を策定

することになっておるところでございます。

地域ケア整備構想におきましては、地域ご

との現状と将来の動向に対する整備方針、住

民や医療機関の不安、懸念の解消、医療計

画、医療費適正化計画、介護保険事業計画と

の整合性などが示されます。

現在、富良野圏域には、医療型が７１床、

療養型が６０床、合わせて１３１床ございま

す。療養再編に伴い、医療型が２５万床から

１５万床に削減され、療養型は１３万床がな

くなるわけですから、富良野圏域及び市内の

医療機関がどのような転換方針を打ち出すか

によって、介護基盤の整備は大きく異なりま

す。

今後、富良野圏域における介護基盤体制の

検討の場として、富良野保健所内に富良野圏

域地域ケア体制整備構想検討委員会が設置さ

れますので、状況を勘案しながら、市内にお

いて不足する介護基盤の整備について検討を

してまいります。

現在、道におきましては、医療機関に対し

病床転換の意向調査を実施しております。転

換を明らかにした医療機関の転換時期及び転

換施設につきましては、地域ケア整備構想に

反映されることになっております。市内にお

きましては、平成２０年度に第４期介護保険

事業計画を策定する際、改めて転換意向調査

を実施し、当該調査を踏まえて協議を重ね、

第４期介護保険事業計画に盛り込むことにい

たします。利用者、市民にとって、療養病床

の転換が地域においてどう進むのか。療養病

床の転換を含めた当面の施設、在宅サービス

量はどれだけ見込まれているのか。地域で提

供される施設、居住系サービス等の整備の方

向や見守りなどが関心のあるところだと思い

ます。

特に、療養病床に入院されている患者、家

族にとっては、今後どうなるのか不安な方々

もおられることと思います。転換方針が明ら

かになり、施設整備が行われる間、医療機関

のソーシャルワーカー、ケアマネージャーが

指導、相談等に当たることになりますが、地

域包括支援センターにおいても相談に応じ、

利用者の不安解消に努めてまいります。

今後の日程として、道において秋には地域

ケア整備構想が示されますので、それを受け

て第４期介護保険事業計画の準備を進めてま

いります。

以上です。

再質問ございますか。○議長（北猛俊君）

７番横山久仁雄君。

今、市長から概括○７番（横山久仁雄君）

的な答弁がありましたけれども、もっと具体

的にお聞きをしたい部分がありますので、改

めてお聞きをしたいと思います。

転換をする場合、ベッドを削ってしまうこ

とも、なくしてしまうことも一つの方法だろ

うし、あるいは、それを別な目的に使うとい

うことも一つの方法でしょうし、いろいろな

方法があると思うのですが、それも地域医療

計画の絡みだとか、あるいは今言った国の医

療政策の変更の一つとして、いろいろな方法

が考えられると思うのですが、果たして、例

えば今療養型のベッドを持っているところ

が、それを全部廃止をしなければいけないわ

けですから、それを一般のところに持ってい
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くことができるのか。あるいは、それを別な

目的で使うとしても、どういった目的に使え

るのか。

そこら辺についての国の指標というか、考

え方というのは提示されていると思うのです

が、そのことについてはどのようになってい

るのかお聞きをしたいと思います。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

横山議員の質問に対○市長（能登芳昭君）

しまして、担当の保健福祉部長からお答えを

させていただきます。

続いて御答弁願いま○議長（北猛俊君）

す。

保健福祉部長高野知一君。

横山議員の○保健福祉部長（高野知一君）

質問にお答えをいたします。

療養病床の再編は、高齢者の状態に即した

適切なサービスの提供、それから、医療保険

や介護保険の財源の有効的な活用、もう一つ

は、医師、看護師など限られた人材の効率的

な活用、こういったことの観点などから再編

が必要と、こういう状況の考え方でありま

す。

全体的な転換方針のイメージといたしまし

て、一つには、老人保健施設の転換がありま

す。これは、先ほど最終的に２５万床が１５

万床、それから１３万床の療養がなくなると

いうことですから、そういった中では、老人

保健施設に対して、おおむね１５万床から１

７万床を国としてはイメージ的に考えてござ

います。

そのほかの転換方法として、ケアハウスだ

とかグループホーム、特別養護老人ホーム、

こういった居住系の施設サービスに加えまし

て、新たに在宅療養支援拠点施設という施設

整備がございます。こういった今言いました

部分を６万から８万の想定ということで、国

としては、先ほど出ました地域ケア整備構想

の中でうたいながら進めていくと、こういう

状況になっています。

今ありましたとおり、老健施設で１５万か

ら１７万、最大で１７万、ケアハウス等で最

大で８万、これがすべていきますと、今言う

転換施設の部分についてはすべて賄えると、

こういう状況になるのですが、最低を考えた

場合、１５万床と６万床ですから、２１万床

であれば、不足をするという状況に相なりま

すし、これがこのようにスムーズにいくとい

うことについては、それぞれ都道府県の整備

の格差がございますから、そのとおりいくか

どうかについては非常にまだ疑問点が多いの

かと、こう思います。

いずれにしても、こういった方針に沿っ

て、それぞれの医療機関が転換方針を打ち出

して進められるという状況になるかと思いま

す。

以上でございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

７番横山久仁雄君。

今の説明の中で、○７番（横山久仁雄君）

在宅療養支援拠点施設という話が出たのです

が、これは具体的にどういうことを目的とす

る施設なのか、ひとつお聞きをしたいと思い

ます。まず、それをお聞きします。

御答弁をお願いしま○議長（北猛俊君）

す。

保健福祉部長高野知一君。

再質問にお○保健福祉部長（高野知一君）

答えをいたします。

今ありました在宅療養支援の拠点というこ

となのですが、これは、新たに打ち出された

政策的なものでございます。これは、２４時

間の往診を行える診療所というイメージをし

ていただければいいのかと思います。

そういった中で、現状あります回復期のリ

ハビリテーションの病院、あるいは、在宅復

帰を支援する老人保健施設、加えまして、終

末期を含めた在宅にかかわる生活ということ

での特別養護老人ホーム、こういった施設が

ありますが、これとのまず連携をひとつやる

ということと、今現在あります訪問看護ス

テーション、居宅介護支援事業所、訪問介護

事業所、デイケア、そういったところとの連
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携もできる仕組みというものを新たに加えて

いくということでございます。

加えまして、先ほど言いました新たに転換

のできるケアハウス、有料老人ホーム等、こ

ういうところに対しては、外来の診療、訪問

診療、こういうものを行えるという仕組みの

制度的なものでございます。

詳しい医師の基準だとか看護師の配置、あ

るいは、介護報酬等については、平成２０年

度改正の中で盛り込んで整備をしていくと、

こういうことできておりますので、今現在、

私どもでは、これ以上のことは掌握しており

ませんので、御理解をいただきたいと思いま

す。

以上でございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

７番横山久仁雄君。

転換の計画という○７番（横山久仁雄君）

か、医療機関が転換せざるを得ないという、

そういう選択肢になってくるのでしょうけれ

ども、そのときに、先ほど言われたのはケア

ハウスであるとか、あるいは、老健だとかグ

ループホームだとかという話が出ましたけれ

ども、長期療養型のベッドというのは、病院

の中に一定の病棟が長期療養型の病棟として

あるわけですね。

そうすると、今までは、病院の中に老人保

健施設だとか、あるいは特別養護老人ホーム

とか、そういう施設をつくることはできない

と。医療機関は医療に関係する部分ですよ

と、こういうことだったわけですね。これ

は、医療法の建築規制や何かの中でもなって

いるわけでして、これは果たして老健になっ

た場合、あるいはグループホームになった場

合、その合築というか、一つの建物の中に共

存するということが可能になると、こういう

理解でよろしいのかどうかお伺いをしたいと

思います。

御答弁願います。○議長（北猛俊君）

保健福祉部長高野知一君。

再質問にお○保健福祉部長（高野知一君）

答えをいたします。

転換施設の方向性として、今、医療機関に

ある医療型、そこを老健、もしくは、ケアハ

ウス等々の転換については可能です。加えま

して、療養型においても、今言いました老健

型、ケアハウス型、有料老人ホーム等の転換

については可能ということで、医療機関とそ

れぞれの転換施設が併設機能を持つというこ

とに相なります。

以上です。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

７番横山久仁雄君。

転換に当たっての○７番（横山久仁雄君）

ことでありますけれども、先ほど言われまし

たように、介護型のベッドは、全廃という

か、全部なくなるわけですね。そうすると、

今本市の場合には、富良野だけでいえば、４

０床があるわけですね。それから、医療型の

療養病床は、富良野だけでいえば４３床と。

これは４０％削減すると、つまり６０％しか

残らない。裏を返すと、４０％、１８床は削

減の対象になると、こういうことですね。そ

うすると、合わせて５８床の療養型ベッドが

転換されて、療養型以外の目的に使われる

と。使われるというか、転換をしなければな

らないと、こういうことになるのですね。

この辺のところのですね、それが全部転換

して、高齢者というか介護にかかわるような

今までのような使い方ができればいいのです

が、そうはならないとすれば、これをどのよ

うにしていこうとするのか。あるいは、どう

いうふうにすることができるのか、その辺の

ところをお伺いをしておきたいと思うので

す。

それから、今、市内の高齢化率も上がって

きていますし、だんだん高齢化していく人が

ふえてくると。そうすると、本当にこれだけ

削減してしまって、果たして介護を、施設や

何かを含めた介護体制がきちんとできるのか

という非常に不安があるわけです。今入って

いる人たちは一体どこに行けばいいのだと、

どうすればいいのだという不安があると思う

のですが、その辺についてはどのように考え
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ていますか。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

保健福祉部長高野知一君。

再質問にお○保健福祉部長（高野知一君）

答えをいたします。

まず、１点目、医療型病床の関係で、富良

野市内に現在医療型は４３床ございます。こ

れは先ほど言いましたように、国としては、

２５万床を１５万床にするわけですから、約

４０％が削減と、全体的にはそういうイメー

ジになりますね。ただ、転換の中身とすれ

ば、現在の医療型の医療区分の３、それにプ

ラスして、２含めて、これが一つの残る仕組

みということと、それともう一つは、それ以

外は削減の方向ということと、もう一つは、

療養型の区分でいけば、要介護４ないし５の

区分がありますね。この方々が療養型に入っ

ていますから、こういったことは残すと。そ

れとあわせまして、大体６０％が残るとい

う、こういう仕組みの積算の方法で今後流れ

てくるかと思います。

したがいまして、富良野圏域における医療

型の最終的な数値については、北海道が示し

ます医療費適正化計画の中できちんとした対

応が示されてくるかと。その中で、今言った

４３床が本当に１８床なのか。もっともっと

２０床だとか２５床だとかということも含め

て、その辺は最終的に整備がされてくるのか

と、このように一つには思います。

そういった中で、いずれにいたしまして

も、仮の話、先ほど言いましたように、１８

床がなくなって、療養型から４０床なくなれ

ば、単純計算で５８床がなくなるわけですか

ら、５８床がすべて転換されれば問題はない

と、こういう状況になります。

したがいまして、今市内の医療機関がそう

いった方向でうまく転換をしていただければ

いいのかと思いますが、仮の話、そういう状

況にはならないとすれば、残りの今後の方策

として、いわゆる転換でない整備計画をもっ

て整備を立てていかなければいけないと、こ

ういう仕組みに相なってまいります。

そういった中で、今、現状の整備のあり方

として、介護施設の関係については、地域の

かかわりについては、それぞれ市町村が整備

をきちんとしていくと。いわゆる都道府県に

任せるのではなくして、市町村が管理をして

いくと、こういう状況の地域密着型のサービ

ス提供形態に平成１７年度から移行をされて

きております。その密着のサービス体系とは

何かといいますと、小規模多機能居宅介護、

それから、小規模の特別養護老人ホーム２９

名以下の施設、それと小規模のケアハウス２

９人以下、それから小規模の老人保健施設、

こういったものも整備ができますし、加えま

して、認知症の高齢者グループホーム、認知

症のデイサービスセンター、夜間対応型の訪

問介護看護ステーション、こういうものがす

べて地域密着型で、市町村が許可を出して整

備をしていくと、こういう状況に相なってま

いりますので、十分、今後沿線として、富良

野市としての整備方針をつくる場合について

は、こういった施設整備に基づいて進めなけ

ればいけないのだろうと、こう思っていま

す。

さらには、整備する方法としてもう一つあ

りますのは、先進的事業支援費交付金という

ことで、例えば特別養護老人ホームが個室だ

とかユニット型にする場合については、新た

なこういった交付金によっての整備をする

と、こういう状況になってまいります。通常

の特別養護老人ホームを増設をするとか、そ

れから、新しく新設をする場合については、

一般整備に入ってまいりますから、そういっ

た方向での整備方針ということになろうかと

思います。

したがいまして、最終的には、今言いまし

た市町村の交付金による地域密着型の整備

と、それから一般整備、先進的な特別支援交

付金、こういった中での整備をするというこ

とになりますので、状況的な面でいきます

と、特別養護老人ホームだとか、あるいは認

知症グループホーム、今後でいけば、夜間の

対応型の訪問介護ステーション、こういった
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施設整備が必要な部分として上がってくるの

かと、こう思いますので、最終的には、先ほ

どもお答えしましたけれども、一定の方針が

明らかになりまして、沿線とも協議を重ねな

がら、第４期の介護保険事業計画の中で盛り

込んでいくという形になろうかと思います。

以上でございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

７番横山久仁雄君。

おおよその概況は○７番（横山久仁雄君）

何とかちょっとイメージができてきたのです

が、もう一つ別な観点から、先ほどちょっと

最初の質問で触れましたけれども、病床の転

換に伴って、介護保険のサービス量が変わっ

てくるのかと、絶対量がですね。そういう意

味での介護保険サービスがどのようになって

いくのかというのが気になるのですが、病床

が転換されたときに、従来であれば、医療型

の場合には医療保険が出ている、介護型の場

合には介護保険から出ているという格好にな

るわけですが、これが、この介護保険の療養

ベッドが全廃ということになったときに、保

険料はどのように変わっていくのかと。

それから、先ほど言った転換をしたとき

に、今度は老人保健施設の扱い、仮にです

よ、老人保健の施設に変わると、そうしたと

きに、介護保険給付は長期療養型よりも安く

なるのか高くなるのかありますね。そこら辺

の試算はどのようになっているのか。

そして、保険料の関係、この保険料は住民

はどのように影響されるのか。その辺のとこ

ろの試算もあわせて教えていただきたいと思

います。

御答弁願います。○議長（北猛俊君）

保健福祉部長高野知一君。

再質問にお○保健福祉部長（高野知一君）

答えをいたします。

転換に伴いまして、医療病床型から老人保

健施設と、その中には特別養護老人ホーム等

も含みますけれども、そういった方向の転

換、もう一つは、介護療養病床型から医療病

床に転換、移行する。この大きく分けて二つ

がまずは考えられます。

今現在、先ほどありましたとおり、医療型

については医療保険の中での精算ですから、

いわゆる今介護保険料を納めている介護保険

計画の中とは全く関係ないと、こういう状況

については御理解いただいているかと思いま

す。

それで、転換後の話になりますが、医療病

床型から老人保健等への移行をされた場合、

例えば、先ほど出ました数字、１８人がすべ

て療養病床型に移行したということになれ

ば、今国が示している平均的な数字について

は、１人頭３０万円の金額がかかりますと、

こういう状況になります。

したがって、単純に１８人が療養型に移行

したことによって介護保険で支払うというこ

とになりますので、単純に１８人の３０万円

の１２カ月を掛けますと、６,４８０万円が

まずは介護保険給付の中での支払い義務と、

こういうことに相なります。

もう一つは、残り４０人が今まで療養型に

いるわけですから、療養型の皆さんが、仮の

話、老人保健施設と同じ介護保険内での施設

転換に移行するということになりますと、今

現在、療養型の介護給付よりも、いわゆる老

健型等の給付額のほうが少ないのですね。こ

の試算については、平均的に１０万円の試算

をしていますので、仮の話、４０人が１０万

円減って１２カ月でいきますと、４,８００

万がいわゆる減額になると、こういう数字に

なります。

したがいまして、先ほど６,４８０万がふ

えて４,８００万が減るという図式になれ

ば、トータル的に単純に１,６８０万がふえ

るという試算の構図にはなります。これは一

緒くたの話ですけれども、ですから、何年間

の間にいろいろな動きあるかもしれません

が、こういう動きになるかと思います。

それで、今現在、富良野市の現況におけま

す介護給付の保険料の試算の関係であります

けれども、これは単純計算で介護給付額が１

億円ふえたといたしますと、被保険者の人数
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問題だとか、いわゆる被保険者の割合が１９

％ですから、こういったものの試算を逆算し

ていきますと、富良野市の現在のところでは

１億円に対して２５３円の保険料が単純に

アップをすると、こういう計算になりますの

で、この１億円の積算の逆算からいきますと

１,６８０万円というのは、４２円ぐらいの

値になるかと思います。

ただ、最終的な介護保険料の決定について

は、向こう３年間のこういった転換だけでは

なくて、いろいろな居宅サービス、施設サー

ビス、総体の今後の動きを含めての最終決定

に図られますから、そのときには今言った動

きも含めての、いわゆる増額される部分も含

めて、改めて計算の中に入って、図式的には

再計算されますということになるかと思いま

す。

ちょっとあちこち行きましたけれども、終

わります。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

７番横山久仁雄君。

それと、もう一つ○７番（横山久仁雄君）

は、先ほど病床転換するときの病院、医療機

関の負担が重くはないのかという心配をする

わけですが、その場合に、財政支援や設置基

準の経過措置がとられていますという話なの

ですが、この財政支援というのは、具体的に

はどのようなことが今言われているのか、現

時点で。

それから、転換をする転換先というか、何

に転換するのかによって変わるのかもしれま

せんが、そういった意味での、まだ建てて新

しい病院もあるわけですから、そういった意

味では、そういう資金の手だてというのはど

のようになっていくのか。またまた市が持ち

出さなければならないというようなことにな

らないのか、その辺のところについても、あ

わせてお答えいただきたいと思います。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

保健福祉部長高野知一君。

再質問にお○保健福祉部長（高野知一君）

答えをいたします。

転換に伴う施設整備の関係での財政支援と

いうことですが、大きく分けて二つに分かれ

るかと思います。一つは、医療型病床の関係

の施設整備、これについては道の交付金事業

ということで、医療提供体制施設整備資金交

付金というのが該当になります。したがっ

て、一般に言う整備資金とは異なる中での支

援と。もう一つは、医療保険財源ということ

ですから、今言う医療型での施設整備という

ことになりますので、その財源をもって助成

をするという状況な仕組みでひとつ決まって

ございます。

もう一つ、介護療養病床の関係について

は、先ほどちょっと触れましたけれども、先

進的事業支援費交付金という、こういうメ

ニューがございますから、これは、地域密着

型の交付金事業の中の一つになるのですが、

この中での整備資金ということになります。

したがいまして、介護療養型から老人保健

施設、ケアハウス、有料老人ホーム等々に転

換をした場合については、この資金によって

整備をしていくということになります。

この申請の関係については、すべて市町村

が窓口になって、市町村を全域としての計画

書を市が立てて道に提出をして、国が採択を

すると、こういう流れになってまいります。

その際に、転換によって整備するものと、先

ほど言ったように、地域密着型で市が独自に

整備を進めるものと二つが重なりますから、

それぞれの合わせた部分がそれぞれの年度の

整備交付金ということになりますので、この

辺は少し調整をしていかないとうまくいかな

いのかなと。

転換については２４年までで終わりますけ

れども、それ以降についてはダブることはあ

りませんが、２４年までの間については相当

ダブる市町村がたくさん出てきますので、相

当な金額が国として必要であるということが

言われております。

それで、整備資金の出し方として、先ほど

言いましたように、療養病床は富良野市で４

０床ですから、例えばの話、Ａという機関が
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５０床の老健をつくったとしますね。そうし

ますと、富良野市の減少する療床は４０床で

すから、４０床に対して、１床当たり、改め

て施設を壊して建て直すということになれば

１２０万、１床当たり１２０万の交付金が出

ると。壊さないで施設内で何とかやれたとい

うことになれば、１００万円の整備資金とい

うことで、４０床から減少する部分のその施

設が、医療機関が整備する数字、それに対し

て１００万、または１２０万の掛けたお金が

交付金ということで、市町村を通じて施設整

備者に対してお支払いをすると、こういう財

政支援が出てまいります。

以上でございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

以上で、横山久仁雄君の質問は終了いたし

ます。

次に、今利一君の質問を行います。

６番今利一君。

－登壇－○６番（今利一君）

さきの通告に従いまして、順次質問してま

いりたいと思います。

第１点目に、農村観光都市形成についての

質問であります。

この質問に関しましては、本年度の市政執

行方針の中でうたわれているものでありま

す。地球温暖化、それに起因するとされてい

る天候異変など初め、ちまたでは環境問題に

対する関心が持続的に高まっている。自然と

人間の共生、地球に優しいといったうたい文

句は、今ではだれもが当たり前のように使わ

れております。しかし、その一方で、人間に

とって最も原始的であるとともに不変でもあ

る農への関心は、比べものにならないほど低

いものと言わざるを得ないのであります。

環境に危機が生じるとすれば、人間の再生

産にとって不可欠な食べ物において顕在化す

るだろうとすれば、環境問題への関心は当然

農業へと向くはずのものが、全くそうはなら

ないのであります。

その理由の一つとして、今日の経済システ

ムの中では、農産物は工業製品と同じく商品

を生産するための一連のものと仮定するとす

る考えが支配的であると言わざるを得ないの

であります。

しかし、おおむね一定の生産設備を基盤に

して一定の材料を投入すれば、それに応じた

算出される工業製品とは異なり、農の営みは

自然の条件や社会の関係のあり方に大きく左

右されるし、また、生産されたというより算

出されるのは有機体であり、すなわち生命体

であります。

こうした現実をいま一度消費者の皆さんに

知っていただきたい。この農村観光都市形成

には、市長の熱いメッセージが込められてい

るのではないかと思われるわけであります。

文字どおり、富良野市は農業で観光で成り

立っている地域であります。富良野に訪れて

くれる方々には、観光に来ていただいた方々

には滞在していただきたい。富良野の農産物

を食べていただきながら、農業を農村を、そ

して農産物の成り立ちを観光をしながら楽し

んでいただくことこそが有効である。何し

ろ、約２００万人の人たちが富良野に来てく

れるのだから、それに乗らない手はないはず

であります。

しかし、それに少しずつ陰りが見えてきた

状態にあります。素通りする人たちの足をと

めたい。何とかして滞在していただきたい。

２日でも３日でも。欲を言うなら１週間で

も。そして、理解を得られるならば、子育て

を終了した団塊の世代の人たちに定住してい

ただくようなさまざまなことがありますが、

市長の熱い思いで語られた農村観光都市形

成、半年経過した今、具体的な方向性が見え

てこないのが現実であります。いま一度、農

村観光都市形成に向けて市が目指す姿はどの

ようなものなのか、具体的に農業は何を推進

していくのか、観光は何を推進していくの

か。今までは受け身であったものをそうでな

いものにしていく、一元化する方式など、市

長の考え方をお示ししていただきたいと思い

ます。

次に、有機農業推進法の対応についてお伺
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いいたします。

この法律は、昨年の１２月１５日に公布、

施行したものであります。この法律の目的の

中で、第１に、有機農業を推進し基本理念を

定め並びに国及び地方公共団体の責務を明ら

かにすることとともに、有機農業の推進に関

する施策の基本となる事項を定めることによ

り、有機農業の推進に関する施策を総合的に

講じ有機農業の発展を図ることを目的とする

とあります。

このことにより、市は、有機農業の推進に

関する施策を総合的に策定し、実施する責務

を有したわけであります。

そこで第１点、一つ目に、有機農業者など

への支援策はどのようになっているのか、技

術開発などの促進はどのようになっているの

か、消費者への理解と関心への増進はどのよ

うにしていくのか、有機農業と消費者の相互

理解をどのようにしていくのか。以上、４点

について、市の対応についてお伺いするもの

であります。

次に、シカ柵についてお伺いいたします。

一昨年から２年にかけて、東部地区におい

てシカ防止柵を８１キロにわたり張り巡らせ

たところでありますが、その後の状況につい

てお伺いするものであります。

１点目として、地域別の被害状況につい

て。

２点目に、駆除の現状と課題について。

３点目に、防護柵の現状と課題について。

私は、以前にも示しましたように、シカ牧

場というものをつくってはいかがかというこ

とを言ってまいりましたが、その点について

考えをお示ししていただきたい。今後の取り

組みについても御説明していただきたいと思

います。

また、４点目として、猟友会がやろうとし

ているエゾシカ解体施設の現在の状況につい

て、市の考え方をお伺いするものでありま

す。

最後に、私は、教育行政、子供たちのため

の食育について、教育長にお伺いするもので

あります。

昨年、調査第１０号食の教育について調査

をとった経過の中で、教育委員会として政策

の方向性について、次のように述べられてお

ります。

近年、生活習慣病、これは肥満とか糖尿病

でありますが、その予備軍の児童生徒が増加

しており、そのため生活習慣の基本となる食

生活を乳児期から身につけさせることが大切

であり、特に児童の肥満傾向や朝食の欠食、

孤食などが上げられる。

そのため、食育の正しい情報や望ましい食

生活を身につけさせ、それを実践し、みずか

ら食育の学習できる場所づくりと合わせて、

地産地消の推進のため環境づくりを整え、そ

れらを支援、推進するネットワークづくりを

行いながら、食に対する自己管理ができる食

の楽しさや大切さがわかる食育を推進すると

ありますが、この食育についてお伺いしたい

と思っております。

最後に、一つ著書を御紹介したいと思いま

すが、子供に食べさせたい御飯と野菜の一節

に、このようなことが記されております。改

めて穀物と野菜の大切さを思い知った次第で

す。さらに、腹八分目、水の飲み方、牛乳や

卵、肉、魚などの取り方、つまり食事のバラ

ンスについても考えさせられました。

中を略しますが、家庭が崩れ出し、子供の

子育てが困難と言われる時代だからこそ、一

杯の御飯やみそ汁にこだわり、きずなを深め

ていきたいものだと書物として書かれた本が

ございます。そこで、教育長に４点お伺いい

たします。

子供たちの食育とは一体どういうことなの

か、お考えをお聞かせ願いたいと思います。

食育の今後の取り組みについてお伺いいたし

ます。家庭での食育はどのようになされるの

かお伺いいたします。安全な食品を選ぶため

の教育について、この４点をお伺いし、第１

回目の質問を終わらせていただきます。

ここで、１０分間休憩○議長（北猛俊君）

をいたします。
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───────────────

午後 １時５５分 休憩

午後 ２時０５分 開議

───────────────

休憩前に引き続き、会○議長（北猛俊君）

議を開きます。

休憩前の議事を続行いたします。

今利一君の質問に御答弁を願います。

市長能登芳昭君。

－登壇－○市長（能登芳昭君）

今議員の御質問にお答えをいたします。

１件目の農業行政についての１点目、農村

観光都市形成でありますが、本市は、大雪山

国立公園や道立自然公園を背景としたすぐれ

た山岳、田園風景と一次産業を中心とした農

業、林業の体験や、文化、芸術、学術、ス

ポーツ、また、すぐれた人材など、さまざま

な地域資源が存在する観光資源の豊かな地域

であります。

これまでの観光は、景観等を見てまわり、

買い物をする周遊型観光が中心でありました

が、近年は、農業や自然の中での体験、地域

の生活体験などを通して、農村生活をゆっく

り楽しむ中長期滞在型観光を確立するために

も、基盤整備、体制づくりや情報の発信が必

要だと考え、これらの整備を図ってまいりた

いと考えているところでございます。

また、農業と観光をそれぞれ新たな資源の

開発を行うものではなく、現存する資源を活

用し連携することにより、農業体験などの農

業関連メニューに加え、景観形成や自然環境

に視点を置いた体験メニュー、エコツーリズ

ム、食や環境教育、演劇文化、さらには、市

民と同じ生活を体験できる半住民としての滞

在観光の環境を整えていきたいと考えている

ところでございます。

次に、２点目の有機農法推進法であります

が、国は、平成１７年３月に閣議決定されま

した新たな食料・農業・農村基本計画におい

て、農業生産全体のあり方について環境保全

を重視されたところでございます。

これらのことから、平成１８年１２月に

は、有機農業の推進に関する基本理念や国及

び地方公共団体の責務も明らかにし、施策を

総合的に講ずる有機農業の発展を目的に、有

機農業推進法が制定されたところでございま

す。

有機農業は、農業の自然循環機能を増進

し、農業生産活動による環境負荷を大幅に低

減し、生物多様性の保全に役立つとともに、

安全で良質な農産物に対する消費者の需要に

対応した農産物の供給に資するというメリッ

トがございます。

しかしながら、有機農業は、化学肥料や農

薬を使用する慣行農業と比べて、労働時間や

資材費の増加による生産コストが割高にな

り、病害虫などによる品質や収量の低下が起

きやすいといった技術的な課題がございま

す。また、有機農業によって生産された農作

物を消費者が容易に入手できないという課題

もあると認識をいたしているところでござい

ます。

北海道におきましては、北海道クリーン農

業、有機農業推進プランにおいて具体的な展

開方向を示すとともに、有機農業推進計画

（仮称）の策定を進めていると伺っていると

ころでございます。

今後の有機農業の推進につきましては、国

や道の動向を踏まえ、市内で有機農業に取り

組む方々と意見交換を行い、有機農業に対す

る姿勢や実施内容について、新たな農業計画

の策定の中で検討してまいりたいと考えてお

ります。

次に、３点目のシカ柵でありますが、平成

１８年度に富良野農協が実施したエゾシカに

よる農産物の食害と踏みつけ被害の調査によ

りますと、市全体で１億５,０００万円、地

区別には、東山地区で１億３００万円、山部

地区では３,０００万円、富良野地区では１,

７００万円の被害があったという結果でござ

います。

猟友会の協力によるエゾシカの駆除の実績

といたしましては、平成１４年度には２８１

頭だった駆除頭数が、平成１５年度２９５
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頭、平成１６年度５４７頭、平成１７年度７

０５頭、平成１８年度７２３頭と５年間で

２.５倍にふえている状況でございます。

エゾシカの駆除単価につきましては、１頭

当たり５,５００円だったものを、本年度か

ら市が６,０００円、富良野農協が４,０００

円とし、１頭当たりの駆除単価が１万円に

なったところでございます。猟友会による駆

除の課題といたしましては、一つ目には、駆

除後の個体の処理があり、これについては、

地先の農業者、土地所有者の協力が必要であ

ると考えております。

二つ目は、ハンターの育成であります。ハ

ンターも高齢化していることから、農産物被

害を最小限に抑えるためには、ハンターの育

成が急務であると考えております。

次に、防護の現状につきましては、東山地

区では、平成１０年度と１２年度に農林水産

省の補助事業で、約６７キロメートルの電気

牧柵を東山地区農業協同組合が設置し、山部

地区では、平成１８年度に中山間地域等直接

支払い事業の助成を受けて、約１００キロ

メートルの電気牧柵を中山間事業山部地区連

絡会が設置しているところでございます。

さらに、東部地区では、平成１７年、１８

年度に、防衛省の補助事業で約８１キロメー

トルの防シカフェンスを富良野農業協同組合

が事業主体となって設置をされているところ

でございます。

防護の課題といたしましては、電気牧柵に

つきましては、定期的に下草刈りをしなけれ

ば放電してしまうことと、シカが電気になれ

ると効果が薄くなることであります。

また、防シカフェンスにつきましては、防

護効果が高いものの、フェンスを設置するこ

とができない幹線道路や河川から侵入を防げ

ないことと、一度フェンス内に入ったシカが

残ってしまうといった課題がございます。山

部、東山地区からも、防護、防シカフェンス

を整備できないかとの地域などからの要望を

受け、市といたしましても、防衛省などに要

請をしているところでございます。

防衛施設周辺整備事業では、防シカフェン

スを整備するためには、上富良野演習場があ

ることによる阻害要因を立証し、受益地区を

拡大しなければなりません。現在、防衛省に

より上富良野演習場からの砂じん調査を２回

にわたって行っていただいており、９月中に

は３回目の調査を実施することになっている

ことから、今後の方向性については、この調

査結果を受けて検討してまいりたいと考えて

おります。

シカ牧場につきましては、道東地方で行わ

れている事例によりますと、エゾシカの個体

数の大きな減少にはつながらないものと判断

しており、また、施設設備やえさ代などの費

用も多額になることから、現在のところ困難

ではなかろうかと考えているところでござい

ます。

さらに、エゾシカの解体処理施設につきま

しては、現在、猟友会で検討中ということで

ございますが、資金計画や商品の販売先の確

保などが課題となっているとお聞きしており

ますので、関係団体と連携しながら支援を検

討してまいりたいと思います。

以上であります。

続いて御答弁を願いま○議長（北猛俊君）

す。

教育委員会教育長宇佐見正光君。

－登○教育委員会教育長（宇佐見正光君）

壇－

今議員の２件目、学校教育についての子供

たちのための食育について、お答えをいたし

ます。

食は健康の源であり、食生活は子供の健や

かな心と体の発達に最も重要であります。ま

た、小児期の生活習慣病を予防するために

も、望ましい食習慣を身につけることが大切

であり、子供のときから食の楽しさ、大切さ

を意識し、豊かな食の体験を積み重ねていく

ことで、生涯にわたって健康で楽しい食生活

を送ることができます。

そのために、食育を効果的に推進していく

には、家庭だけでなく、保育所、幼稚園、学
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校など地域の関係者が連携し、食育の重要性

について共通の認識を持つことが大切であ

り、未来を担う子供たちが健やかな心と体を

はぐくんでいくことができる食育指針を本年

度内に策定するため、現在取り組んでいると

ころでございます。

策定に向けた体制といたしましては、学校

教育課が事務局となり、保健課、児童家庭

課、農林課、社会教育課、生涯学習セン

ター、学校給食センターからなる庁内横断的

な食育指針策定会議と、子供たちの実態に詳

しい幼稚園教諭、保育士、栄養士、保健師、

養護教諭、１９名からなる指針策定作業部会

をそれぞれ設置し、議論展開を進めていると

ころでございます。

現在、子供たちの食生活に関する実態調査

を、幼稚園、保育所、各学校の御協力により

実施しているところでございます。今後、指

針の素案を決定し、パブリックコメントの手

続をとり進めてまいります。

次に、今後の取り組みについてでございま

すが、学校給食におきましては、本年度、モ

デル的に樹海中学校と連携をし、食に関する

栄養指導の充実に向け、７月より全教職員が

共通理解する中、総合的な学習で管理栄養士

が講師として出向き、望ましい食習慣に向け

実践教育に取り組んでおります。

さらには、山部地区におきましても、市内

の小学校高学年を対象にした食材の持つ栄養

について、地元野菜のおいしさなど食に関す

るさまざまな体験学習ができる市民講座など

を開設し、児童たちがみずから学ぼうとする

意欲を喚起し、確かな実践力につなげ、児

童、家庭、地域社会が食の大切さや楽しさを

伝える事業推進を図っているところでござい

ます。

さらに、これまでも、母子保健活動におき

ましても、乳幼児健診時の栄養指導を初め、

食生活改善推進員の協力を得て、遊びの教室

や新米ママの交流会などの栄養指導の充実を

図っているところでございます。

また、農業大学講座として、地元食材を

使った食育のまちづくりを初め、富良野産小

麦を使った農産加工研究会や地元農産物を

使った特産品開発など、食に関する継続した

取り組みも進めているところでございます。

次に、家庭での食育についてでございます

が、食育は最善の予防医学であり、健全な社

会をつくる土台でもございます。２４時間

サービスで豊かさと便利さの大衆化が進み、

現代病である生活習慣病が増加する傾向にあ

る中で、豊かで便利な時代の今こそ、自己管

理、自己責任が重要であり、家庭において、

一人一人が食育について真剣に取り組む必要

がございます。

そのために、各学校から児童生徒や保護者

に対し、保健だより、学級だより、給食だよ

り、給食献立表等を通じて食の大切さなどに

ついて周知をしているところでございます。

これからもＰＴＡとの連携を図りながら、

家庭での食育推進に向けて親子料理教室等を

実施し、栄養バランスや適正な食品選択な

ど、調理実習と体験を通じた食育推進に取り

組んでまいります。

次に、安全な食品を選ぶ教育についてでご

ざいますが、学校農園活用事業でも、児童生

徒がみずから学び、みずから考える力の育成

に重点を置いた学習を進める中で、各地域の

農業の方や緑峰高校生に栽培指導や安全な食

品の選び方の学習、さらには、農業園を借り

上げして自然体験学習を実施しているところ

でございます。

さらに、学校給食におきましても、食の安

全安心に細心の注意を払い、食材の確保にお

いては、さらなる地場産品の利用拡大を図る

とともに、地産地消の観点から、地元で収穫

された食材を約９割使用した富良野地区ふる

さと給食週間の実施や、給食パンについて

も、本年度から道産小麦粉１００％に切りか

えながら食品衛生の知識を高め、安全で安心

な食品を選ぶ学校給食の充実に努めてまいり

ます。

今後におきましても、教育の原点である知

育、徳育、体育の基礎となる食育の推進に向
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けて積極的に取り組んでまいります。

以上でございます。

再質問ございますか。○議長（北猛俊君）

６番今利一君。

それでは、再質問をさ○６番（今利一君）

せていただきたいと思います。

まず最初に、農村観光都市形成であります

けれども、これは、３月に１回と、それから

６月に２人の議員が質問されているところで

ございますけれども、私はどうもこの部分に

関しては、市長が最初非常に張り切っておら

れた部分よりもトーンダウンをされてきてい

るのではないのかと、いう感じがしておりま

す。

私は、一つは、市長もおっしゃっています

けれども、富良野というのは農業と観光のま

ちだと、この二つの両輪がきちんと進んでい

かなければ、富良野というのは成り立ってい

かないとおっしゃっておりますけれども、私

も同感のような感じがします。早急にこれら

を具体的にどうしなければならないかという

ことをここでも言っておりませんし、はっき

りさせていただきたいと思っております。

ここで、整備を図ってまいりたいというこ

とだけしか言っていないと思っております

し、また、農業の体験など、農業の関連メ

ニューなどを、それは一体具体的に何なの

か、その辺を具体的に説明していただきたい

と思っております。

御答弁願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

今議員の御質問に、○市長（能登芳昭君）

具体的なものを示せと、こういう御質問でご

ざいますので、商工観光室長から具体的に御

説明をさせていただきます。

続いて御答弁願いま○議長（北猛俊君）

す。

商工観光室長高山和也君。

今議員の御○商工観光室長（高山和也君）

質問にお答えしていきたいと思います。

まず、具体的に農村観光都市の生活、こう

いったものでどのようなことが行われている

かということでありますが、昨年６月に農村

観光都市を明文化いたしましてから数々の取

り組みが行われております。まずは、農業者

と観光者の連携によるいろいろな取り組みで

あります。

その一つには、農家、農村女性との交流、

あるいは、さらに農産加工品の販売等におい

ても市といたしましては、東京、それから札

幌での農家女性が社会実験販売するものに協

力をしております。

また、スキー場で行われた国際交流、外国

人交流イベントの中でも、農家女性と外国人

の交流、そして、またその中での食材の提

供、こういったことも行われております。

さらに、麓郷のロケ地駐車場におきまして

は、これは観光側から農村青年の方に呼びか

け、地域との交流も始まっているところであ

ります。

また北の国感謝祭の中でも、消費者と、い

わゆるファンの方々と農村青年の交流も始

まっているところであります。

さらに、大きな点といたしましては、農業

者グループの方と社会実証ツアーの開催も

行っているところであります。とりわけ一番

困難と言われて課題と言われておりました地

元でのコーディネーターが不在だと、こう

いったところから、ＮＰＯ法人と農業者との

連携によって、それからツアーエージェント

との連携を結び、こういった社会実証実験の

ツアーが行われました。

その結果でありますけれども、今年度に

は、ＮＰＯ法人のツアーの一つとして、皆さ

ん農業者のツアーの紹介もさせていただいて

いるところであります。

さらに、観光協会との連携の中で、修学旅

行の受け入れ、こういった面でも農業者との

連携が図られつつある、こういう状態でござ

います。

そういった面からいたしますと、この農村

観光都市を提唱いたしましてから、大きく商

工観光と、あるいは農業との連携が図られて

いる、このように認識をしているところでご
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ざいます。

以上でございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

６番今利一君。

いろいろとお話は言わ○６番（今利一君）

れているのですけれども、具体的に、本当に

顔が見えてこないというか、どんどんと進展

している感じでは私はないような気がしてい

るのです。農家の方も観光協会の方もそうい

う感じがしているのではないのかという感じ

がするのですけれども、ここに毎日新聞が出

された９月１日の新聞がございます。農村、

漁村に体験、全児童にという記事がございま

す。これは、児童に宿泊を１週間農村地域で

していただいて、それを各地域に散らばすと

いう、総勢で１２０万人が移動するというこ

とが書かれております。

僕は、そういった意味では、これが来年度

まず４７０校をモデルにやりたいという話で

ございます。農水と文化省と、それから総務

省３省がこのプロジェクトチームに参加して

いるということでございます。

こういった記事もあると、そういった部分

では、早くその体制というかここを整えてお

かないと、きちんとした受け皿というか、そ

ういったものをしていかないと、それから、

こう言ってはあれなのですけれども、乗りお

くれてしまうのではないのかという危惧がご

ざいます。その点に関してはどのような受け

入れ体制というか、今の部分では、整備を整

えているという段階でございます。僕は早急

に受け入れ体制をするべきではないのかと、

受け皿をきちんとしておくべきではないかと

思いますが、この点についていかがでしょう

か。

御答弁願います。○議長（北猛俊君）

商工観光室長高山和也君。

今議員の御○商工観光室長（高山和也君）

質問にお答えいたします。

富良野市が目指す観光の中では、滞在型、

長期滞在型、２地域居住、そしてまた定住

と、こういうプロセスの中には、一つござい

ますのは、個人観光客を対象として長期滞在

していただこうと。つまりはマスツーリズム

に対するエコツーリズム、グリーンツーリズ

ムといった個人型の持続可能な滞在型観光の

推進を目指しているわけであります。

ですから、持続可能とは、現在の基盤整備

の中で、現在の基盤の中でどのようにして受

け入れるのか、これが富良野型の持続可能な

体験観光の推進と言えるところであります。

決して、大きな設備投資をして大量に都会か

ら呼び込む、こういったものではなくて、現

存する施設を活用しながらの体験、滞在型観

光の推進ととらまえているところでありま

す。

ですから、農業者の方についても、新たな

労力を確保するのではなくて、現在ある時間

を活用しながら観光者との対話に向けていた

だく、こういったことを念頭にして着々と進

めているところでございます。

以上でございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

６番今利一君。

僕は、そう整備をして○６番（今利一君）

受け入れ体制がどうのこうのというよりも、

大型の整備を建てて、そんなことをしてほし

くもないし、そんなお金をかける必要は僕は

ないと思っているのですね。

今の体験施設などを今ある旅館組合だとか

いろいろなところを利用して、そして農家に

入っていただくか、あるいは宿泊をそこにし

て、いろいろな部分を体験していただくとい

うふうな、そういう施設で僕は構わないと思

うし、現存のものを利用すればいいと思って

いるのです。

ただ、受け入れ体制だけはきっちりしてお

かないと、やっぱりだめではないのかという

気がいたしますので、そのことについてはど

うなのでしょう。

御答弁願います。○議長（北猛俊君）

商工観光室長高山和也君。

今議員の御○商工観光室長（高山和也君）

質問にお答えいたします。
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受け入れ体制についても、持続可能な、農

家の方が受け入れる可能な範囲の受け入れ体

制から整備をしていく、これが基本だと考え

ております。

以上でございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

６番今利一君。

先ほど市長もおっ○６番（今利一君）

しゃっていましたけれども、富良野というの

はいろいろな産物、農産物のいろいろな受け

入れ施設もたくさんあるという部分からすれ

ば、冬休みの高校生だとかそういった人たち

を受け入れるだとか、あるいは、特産品など

がありますけれども、例えば、ソーセージづ

くりするだとか納豆づくりするだとか、ス

キーツアーができない人たちにはそういう豆

腐だとかソーセージだとか納豆だとかとい

う、そういったきちんとできる人もたくさん

いるのですから、その人たちを活用するだと

か、あるいはお菓子などをつくるだとか、そ

ういったメニューもたくさんあると思うので

す。

そういったものをやっぱりどんどんどんど

ん発信していって、発信することによって、

ああ、富良野に行ってみたい、ああいうもの

をつくってみたい、スキーができなければ、

こういうこともやってみたいということを発

することができると思うのですよ。そういう

ことをやろうとしていないというか、そう

いった意味では、室長の言われる持続可能な

というか、そういった部分には入らないので

すか。

御答弁願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

今議員の再々質問に○市長（能登芳昭君）

お答えをさせていただきますけれども、農村

観光都市形成というのは、今御質問ありまし

たとおり、農業と観光が融合をしながら発展

をし、振興を図るというのが基本でありま

す。

その中にあって、本市においてどういう手

段なり方法でそれを振興、発展させていくか

ということは、やはり都市と農村の交流を

もっともっと発展させていく。私は、過去に

お話をさせていただいたという感じがしてお

りますけれども、大阪地方の高校生は、恐ら

く２年後には相当数本市に入ってくる状況づ

くりをやっております。

その中で、一番大きなのは、将来、高校生

がみずから来て感動を与えるものがなければ

だめだと。それから、二つ目には、経験をし

てそれを将来に生かせるようなものが必要に

なってくるだろうと。それから、三つ目に

は、それぞれ同世代の高校生なり、そういう

方々と交流を深めることによって、その土地

の価値観を共有することができると。こうい

うことが、私は将来富良野の観光を進める上

におきまして、いろいろ個々の体験は、それ

は当然やらなければなりませんけれども、基

本はそこに置いてやらなければ、再び富良野

に訪れてくれる状況づくりに私はなっていか

ないだろうと、一つはそう思いますし、もう

一つは、地域間、都市間と農村間の交流をす

ることということは、それ相当のものは、見

てそしてそれを得るものがなければ、なかな

か富良野に訪れることはないでしょう。

こういうことを考えますと、今、商工観光

室長が御説明した中で、個々にどう具体的に

現在の状況の中で受け入れ体制ができる体制

がとれるのかというのが、これが今大きな私

は富良野の課題であると認識をしております

から、当然、今議員がおっしゃることも総合

的に含めた中で、これから課題解決に向けて

取り組んでいく必要性があると、こう考えて

いるところでございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

６番今利一君。

それでは、続きまし○６番（今利一君）

て、有機農業推進法についてお伺いしていき

たいと思っております。

私は、この有機農業推進法というのは、こ

の文章でありますけれども、理解度が違うの

ではないのかと考えております。一つは、富

良野でもう既に何人もおられますけれども、
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対象となっているのは、有機農業の栽培をし

ている農家を対象にしているわけでは決して

ないのです、これは。

いわゆる富良野でいうならば、エコファー

マーだとかそういった人たちを対象にして

いっている。そういうふうに私は理解してい

ますけれども、この文章の中では、そういう

ことでは書かれていないと感じますけれど

も、その辺はいかがなのでしょう。

今議員に申し上げます○議長（北猛俊君）

が、メモ書きの関係については質問対象外と

いうことでございますので、よろしくお願い

をいたします。

それでは、御答弁をお願いいたします。

市長能登芳昭君。

今議員の御質問にお○市長（能登芳昭君）

答えをいたしますけれども、具体的に御質問

受けましたので、経済部長から答弁をさせて

いただきます。

続いて御答弁願いま○議長（北猛俊君）

す。

経済部長石田博君。

今議員の御質問に○経済部長（石田博君）

お答えさせていただきます。

この有機農法というのは、今お話のように

１８年の１２月に施行になりまして、基本方

針が１９年の４月に出されたと。これにつき

ましては、もちろん１条から１１条までなっ

ている条文でございますので、これにつきま

しては、当然、全農業者といいますか、今有

機に取り組んでいる方だけではなく、もちろ

んすべての方についての対象ということで

なっているというのは、私ども十分承知して

おりますので、その辺、御確認をいただきた

いと思います。

以上でございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

６番今利一君。

私の質問の中身は、四○６番（今利一君）

つについて質問しましたけれども、それらの

受け入れ体制についてはどのようになってお

られるか。さきの答弁の中には、それが入っ

ていないと思っていますけれども。

どの部分についてか具○議長（北猛俊君）

体的に御質問いただきたいと思います。

６番今利一君。

有機農業推進法の有機○６番（今利一君）

農業の農業者に対しての支援策、技術開発な

どの促進、あるいは、消費者への理解と関

心、有機農業消費者との相互理解の増進とい

うことで四つ質問いたしましたけれども、そ

れらについての対応策はどのようになってい

るのか。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

経済部長石田博君。

今議員の御質問に○経済部長（石田博君）

お答えいたします。

今議員、今御質問の件につきましては、有

機農業法が第１条から第１５条、先ほど１１

条と申しましたが、訂正させていただきまし

て１５条でございますが、１５条の中で第８

条、有機農業者の支援、第９条、技術開発等

の促進、第１０条、消費者の理解と関心の増

進、第１１条、有機農業者と消費者の総合理

解の増進と、この４点にわたっての御質問か

と思います。

それで、先ほど市長からの答弁にもありま

したように、この４点につきまして含めまし

て、これらの課題について、いろいろな課題

があって、前向きに取り組んでいくと御説明

をさせていただいたところでございます。

私からも補足させていただきますが、まず

第８条、有機農業を行う者への支援というこ

とにつきましては、この法律は、国、地方公

共団体の責務をうたっているというふうに

なってございまして、第８条につきまして

は、その中でも有機農業の収量、当然品質の

拡大、増大、保持等々を目指す必要な施策を

講じるということの条文になってございます

ので、今後、これらが国、道を通しまして私

どもにもこれらの方が参ってくるのではなか

ろうかと思ってございます。

また、第９条におきましても、これらの研

究成果等々につきましても、第８条と同じく
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法が施行されたばかりでございますが、やは

り８条と同様に、国、道におきまして技術体

系の革新または研究等々がなされ、道におき

まして普及センター等を通しまして私どもの

ほうにおりてくるのではなかろうかと思って

ございます。

さらに、第１０条につきましては、消費者

への啓発のための広報活動ということになろ

うかと思います。これ等々につきましても、

有機農業を正確に伝えるために私ども富良野

市におきましても、市の広報、または月に１

回出してございますアグリニュース、または

それぞれの研修会等々で機会がございました

ら、広報に努めてまいりたいと思ってござい

ます。

それから、最後に第１１条でございます

が、有機農業者と消費者との相互理解という

ことになっております。これも、現在、今議

員御案内かと思いますが、有機農業者と消費

者との間の交流もされているということもお

聞きしてございますので、今後さらにこれら

が活発に交流されますように、市としても支

援してまいりたいと考えてございます。

以上でございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

６番今利一君。

それでは、質問を続け○６番（今利一君）

ますけれども、一つは、その理解が違うとい

うのは、先ほど申し上げましたけれども、こ

こで有機農業推進法というのは、決して有機

農業者を対象にしているわけではないという

ことですよね。富良野でも実際やっている、

ここでもおられると思いますけれども、エコ

ファーマーと言われる人たちがその対象に

なっているわけですよ。

そういった意味では、そういった人たちの

ためにも、きちんと法整備というか、そう

いった理解のもとで今言った４項に対して、

それときちんと理解して受け入れ体制という

か、いわゆる富良野が持っている地域の特性

だとか土壌条件だとか、いろいろなところが

あると思うのです。それを整備していくこと

が一番重要なのだろうと思うわけです。

それと、もう一つは、有機農業を、この推

進法を推進するために農水は概算要求を出し

たと。今まで、それこそ来年度の概算要求を

５億円出すという方向を出しております。と

いうことは、それに私は乗らない手はないだ

ろうと、できるだけ早く整備をしていって、

整備する中でそのモデル地域になっていくと

いうことが必要ではないかと考えますけれど

も、その辺はどうでしょう。

御答弁願います。○議長（北猛俊君）

経済部長石田博君。

今議員の御質問に○経済部長（石田博君）

お答えいたします。

今お話のように、これにつきましては、も

ちろん有機農業法ですから、全農業者を対象

ということになってございます。

それから、施行されまして国の振興対策と

いたしましては、今のお話しのように２０年

の概算要求で、ことしの１０倍の５億円とい

うことが概算要求されているところでござい

ます。

内容につきましては、モデルタウンの育成

ということがメーンになってございまして、

協議会等々の立ち上げ支援、災害技術の習

得、有機農業の技術指導、そして販路拡大へ

の取り組み等々を国としても取り組んでいく

ということになっているところでございま

す。

それを受けまして、道の振興策としまして

も、これから順次明らかになってくるとは思

いますが、今の段階でも新しい総合計画とい

うことで２０年スタートの総合計画の中で食

産業戦略ということで指標といたしまして、

有機農業に取り組む農家数が現在の３００戸

程度から、平成２７年度には１,５００戸程

度まで伸ばしたいという御意向が出されてご

ざいます。

市といたしましても、それら等を受けまし

て、今行っています慣行農業の方、または有

機農業の方、これらのいろいろな方が農業の

生産へのアプローチを持っていることは、大
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変に農業のバリエーションを、いろいろな多

様な農業を確立する上でも大変いいことだと

思ってございますし、また、地域農業の安心

安全への一層の向上になるのではなかろうか

と思われますし、また、環境、農業の地域の

環境負荷への軽減、そして、最終的には、消

費者へこれらの多様な農業からの生産物を一

層供給できるというメリットがあるのでなか

ろうかと認識してございます。

いずれにいたしましても、これからの農業

にとっては大変重要でございますので、本市

といたしましても従来の慣行農業ともども、

有機農業につきましても推進について取り組

んでまいりたいと思ってございます。

以上でございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

６番今利一君。

部長のお答えにもあり○６番（今利一君）

ましたけれども、モデルタウンとしてという

ことでありますけれども、これらモデルタウ

ンに、有機農業のモデルタウンに乗っかって

いくというか、そういった部分のお考えはあ

るかどうなのか。

御答弁願います。○議長（北猛俊君）

経済部長石田博君。

今議員の質問にお○経済部長（石田博君）

答えいたします。

これにつきましては、まだ国の概算要求の

段階ということでございますので、また道を

通じまして、私どもに正式におりてきてござ

いませんので、おりてきました段階で検討さ

せていただきたいと思ってございます。

以上でございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

６番今利一君。

続いてのシカ柵につい○６番（今利一君）

てお伺いしたいと思っております。

シカ柵については、きのう大橋議員の質問

にもございましたし、そういった意味では大

体の答えが出たのかと思いをしておりますけ

れども、ただ１点、シカの被害が、ここにも

出ていますように市全体で１億５,０００

万、これは、この数字が全部そうだとは私に

は思いませんし、ある意味では、大体そうい

う数字が出たら半分なのか、あるいは７掛け

なのかという感じはしますけれども、少なく

ともこれだけの被害が出ていることは、市と

して早急にこの地域においてシカ柵の設置、

あるいは何らかの方法をとっていかなければ

ならないのではないのかと思っております。

そういった意味では、どういう方向でいる

のか、その辺をお聞きしたいと思っておりま

すし、さらに、またもう１点は、エゾシカの

駆除についてでございますけれども、１頭当

たり１万円になったと、市の補助が６,００

０円、あるいは富良野市の農協が４,０００

円ということで１万円であると。ただ、少な

くとも、ここでの課題というのは、ここの答

弁ございますけれども、駆除後の死体をどう

するのか。いわゆるハンターが投げ捨てて

いっている部分が非常に多いとお伺いしてお

ります。そういった意味では、その辺のこと

が問題になっている。その辺をお聞きしたい

と思っております。

御答弁願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

今議員の再質問にお○市長（能登芳昭君）

答えをさせていただきます。

１点目のシカの被害の状況から早急に対応

をすべきでないかという御質問だったと思う

のですけれども、行政は、それぞれ御答弁さ

せていただいた中で、過去１回もそういう対

応をしていないという状況ではないわけで

す。経過があるわけです。

ふえた要素というのは、どういう形でシカ

が過去ふえてきたというのは、年度別に御説

明をさせていただきましたけれども、急激に

ふえてきたという現象があるわけですね。

こういうことを考えますと、行政も当然、

地域のそういう被害状況については十分考察

しながら、それぞれ御答弁させていただいて

おります補助の一番高い防衛省の補助でやる

という状況の中で要請をさせていただいてい

る状況でございますから、そういう状況を踏
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まえた中で考えていくということで答弁をさ

せていただいておりますので、早急にとい

う、今それぞれ要望している状況の中での御

質問というのは、私はやはりそういう状況を

踏まえた中でやっておりますので、その点ひ

とつ御理解を賜りたいと思います。

それから、２点目のシカの問題でございま

すけれども、私は猟友会からこのような御意

見を聞いているところでございます。昨年、

猟友会と懇談会をやらせていただきました。

その中で猟友会は、要望があるところへ行っ

て撃ったときに、うちのところに埋めないで

そっちに埋めてくれと、こういう状況が現実

にあったと聞いております。

それから、もう一つ、農業協同組合を通じ

処分したものについては、近くの農家の農地

に、農地という言い方はちょっと語弊ありま

すけれども、使用していないところに埋めて

いただくように周知徹底を図ると、こういう

状況になっておりますので、今議員の撃った

ものは投げていくというような、そういう形

にはなっておりませんので、その点ひとつ御

理解を賜りたいと、このように思います。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

６番今利一君。

それでは、最後に教育○６番（今利一君）

長にお伺いしたいと思います。

基本的には、食育とは何ぞやみたいな部分

になってくると思うのですけれども、答弁の

中では、肥満だとか、あるいは糖尿病だとか

という部分の答弁が多かったように思うので

す。基本的に食育とは一体何ぞやみたいなも

のを教育長からお伺いしたいと思います。

御答弁願います。○議長（北猛俊君）

教育委員会教育長宇佐見正光君。

今議○教育委員会教育長（宇佐見正光君）

員の再質問にお答えをさせていただきますけ

れども、先ほどもちょっとお話をさせていた

だいてございますけれども、食は健康の源で

あるということを基本にしながら、子供たち

が生涯にわたって健康で生き生きとした生活

を送るためには、正しい食事のあり方、望ま

しい食習慣を身につけさせること、さらに

は、食べ物を通じて命のとうとさやすばらし

さを感じる心をはぐくむ、これが食育の基本

であると認識をしているところでございま

す。

以上でございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

以上で、今利一君の質問は終了いたしまし

た。

────────────────────

散 会 宣 告

────────────────────

以上で、本日の日程は○議長（北猛俊君）

終了いたしました。

９月１３日は、議案調査のため休会であり

ます。

１４日の議事日程は、当日配付をいたしま

す。

本日は、これをもって散会いたします。

御苦労さまでした。

午後 ２時５２分 散会
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